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明 細 書

発明の名称 ：保護シー ト

技術分野

[0001 ] 本発明は、積層体か らなる保護シー トに関 し、詳 しくは、太陽電池等に用

い られる保護シ一 卜に関する。

背景技術

[0002] 近年、資源の有効利用や環境汚染の防止等の面か ら、太陽光を直接電気工

ネルギ一に変換する太陽電池が注 目され、開発が進め られている。太陽電池

は、前面保護シ一 卜 （以下、 フ ロ ン トシ一 卜ということがある） と裏面保護

シ一 卜 （以下、ノくッ クシ一 卜ということがある） との間に、エチ レン一酢酸

ビニル共重合体ゃポ リェチ レン、ポ リプロピレンフィル厶等の封止膜 により

太陽電池用セルを封止 した構成 とされている。

太陽電池の前面保護シ一 卜又は裏面保護シ一 卜に用い られる保護シ一 卜と

しては、紫外線 に対する耐久性や高熱環境 を経た後のカール発生の抑制効果

に優れることが要求されるが、加えて、湿気等の透過による内部の導線ゃ電

極の発錡 を防止するために、防湿性 に優れることが極めて重要な要件 となる

。 さらには長期使用や高温条件下における防湿性の低下が少ない優れた保護

シ一 卜の開発が望 まれている。

[0003] 特許文献 1 は、特定のガラス転移温度 を有する熱可塑性樹脂 （I ) か らな

る基材層に、前記熱可塑性樹脂 （I ) よ りも低いガラス転移温度 を有する芳

香族 ビニル系樹脂 （Π ) か らなる層を積層することにより、耐熱性、耐候性

、耐加水分解性及び可撓性 に優れ、 さらにはカールの発生も抑制できること

を提案 している。

また、特許文献 2 は、基材 フイルムと、該基材 フイルムの少な くとも一方

の面にェチ レン- 酢酸 ビニル共重合体を未硬化の塗膜 を形成する工程 A と、前

記未硬化の塗膜 を硬化させる工程 B を経て形成 された太陽電池モジュール用

保護シ一 卜とすることで、太陽電池モジュール と した場合の反 りを抑制でき



ることを提案 している。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献1 ：特開 2 0 0 9 _ 5 1 2 0 7 号公報

特許文献2 ：特開 2 0 1 0 _ 2 3 2 2 3 3 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0005] しか しながら、上記特許文献 1及び 2 の各々に開示される技術は、いずれ

も各層の材料、性状あるいは製造プロセス等に着目してカールの発生等を抑

制 しようとするものであり、構成層の形状や大きさ等に着目したものではな

し、。また、力一ル発生の抑制効果も充分なものではなかった。

すなわち、本発明の課題は、太陽電池保護シ一 卜等の保護シ一 卜のカール

発生を抑制 し外観が良好な保護シー 卜、及び該保護シー トを用いた太陽電池

モジュールを提供することにある。

また、本発明の課題は、積層体端面のデラミネ一シヨンを抑制 しうる保護

シ一 卜を提供することにある。

課題を解決するための手段

[0006] 本発明者 らは、検討を重ねた結果、少なくとも、耐候性フイルムA 、接着

剤層 1 、 フイルム B 、接着剤層 2 、及び厚みが 6 0 m以上であるフイルム

C をこの順に有する保護シ一 卜であって、前記フイルム B及びフイルムC の

各々の幅を、耐候性フイルム A の幅よりも小さくし、かつフイルム C の幅を

フイルム B の幅よりも大きくすることにより、得 られる保護シ一 卜のカール

の発生を防止 し、本発明を完成するに至った。

[0007] すなわち、本発明は、

[ 1 ] 少なくとも、耐候性フイルム A 、接着剤層 1、 フイルム B、接着剤層

2 、及び厚みが 6 0 m以上であるフイルムC をこの順に有する保護シ一 卜

であ って、前記耐候性フイルムの幅WA、 フイルム B の幅WB、及び フイルム C



の幅wcが、wA> wc> wBの関係を有する保護シ一 卜、

[ 2 ] 幅W cに対する幅WBの比 （W B/ WC) が 0 . 6 5 以上、 1 . 0 未満であ

り、かつ幅W cと幅WBの差 （W C_ WB) が 3 2 m m以下、前記 [ 1 ] に記載の

保護シー 卜、

[ 3 ] 幅WAに対する幅W cの比 （W C/ WA) が 0 . 7 0 以上、 1 . 0 未満であ

り、かつ幅WAと幅W cの差 （W A_ WC) が 8 0 m m以下である、前記 [ 1 ] 又

は [ 2 ] に記載の保護シ一 卜、

[ 4 ] フイルムC の厚みに対する耐候性フイルムA の厚みの比 （耐候性フィ

ル厶A の厚み/ フイルムC の厚み）が 0 . 7 5 以下である、前記 [ 1 ] ~ [

3 ] のいずれかに記載の保護シ一 卜、

[0008] [ 5 ] フイルムC の、 2 3 °C における引張弾性率が 2 . O G P a 以上である

、前記 [ 1 ] ~ [ 4 ] のいずれかに記載の保護シ一 卜、

[ 6 ] フイルム B が、基材及び該基材の少なくとも一方の面に無機層を有 し

、水蒸気透過率が 0 . 1 g / m2/ d a y 未満の防湿フイルムである、前記 [ 1

] [ 5 ] のいずれかに記載の保護シ一 卜、

[ ] 前記防湿フィル厶を、前記無機層側の面を前記耐候性フィル厶A 側に

して積層 してなる、前記 [ 6 ] に記載の保護シ一 卜、

[ 8 ] 接着剤層 1及び/ 又は接着剤層 2 が粘着剤を含む、前記 [ 1 ] ~ [ 7

] のいずれかに記載の保護シ一 卜、

[ 9 ] 耐候性フイルムA の熱収縮率が 0 . 5 %以上である、前記 [ 1 ] ~ [

8 ] のいずれかに記載の保護シ一 卜、

[ 1 0 ] 太陽電池用として用いる、前記 [ 1 ] ~ [ 9 ] のいずれかに記載の

保護シー 卜、

[0009] [ 前記 [ 1 ] ~ [ 1 0 ] のいずれかに記載の保護シ一 卜のフイルムC

側に、さらに封止材層 Dが積層されてなる、封止材一体型保護シー ト、

[ 1 2 ] 前記封止材層の幅WDが、前記耐候性フイルムの幅WAより小さく、か

つ前記フイルム C の幅W cより大きい、前記 [ 1 1 ] に記載の封止材一体型保

護シ一 卜、



[001 0] [ 1 3 ] 前 記 [ 1 ] ~ [ 1 0 ] の いずれか に記載 の保護 シ一 卜又 は前記 [ 1

1 ] 及び [ 1 2 ] の いずれか に記載 の封止材一体型保護 シー トが巻 き取 られ

てな る、 ロール状物、

[ 1 4 ] 前 記 [ 1 3 ] に記載 の 口一ル状物 の表面 の うち、耐候性 フ イル ム A

が突 出す る箇所 に対応 す る箇所 の少な くとも一部 を、以下の条件 によ り測定

され る橈 み長 さが 7 0 m m 以下であ り、 かつ耐荷重 凹みが 0 . 1 以 下であ る

カバ 一シ一 卜で覆 ってな る、 カバ 一シ一 卜付 きロール状物、

[ 橈 み長 さ]

( 1 ) 幅 2 0 m m、長 さ 1 2 0 m m のサ ンプル を採取 す る。

( 2 ) サ ンプル を台上 に、 サ ンプル の うち長 さ 1 0 0 m m の部分 が台 か ら突

出す るよ うに して配置 し、 サ ンプル の台上 の部分 に、重 さ 5 k g の重 りを乗

せてサ ンプル を固定す る。

( 3 ) サ ンプル の台 か ら突 出す る部分 の端部 が、台 か ら垂れ下が る長 さ 「x

」 （単位 ：m m ) を測定 し、 この値 を橈 み長 さ とす る。

[ 耐荷重 凹み ]

( 1 ) 1 0 0 m m 四方 のサ ンプル を採取 す る。

( 2 ) サ ンプル を厚 さ 2 0 m m の ガラス板上 に設置 し、 サ ンプル の中央部 に

直径 5 m m で重 さ 0 . 5 g の鋼球 を載 せ、 さ らに鋼球上 か ら 2 k g の荷重 を

か ける。

( 3 ) サ ンプル の凹み 「d 」 （単位 ： m ) を測定 し、 サ ンプル の厚 み 「t

」 （単位 ： m ) との比 「d / t 」 を耐荷重 凹み とす る。

[ 1 5 ] 以 下 （a ' ) 及 び / 又 は （b ' ) の条件 を満 たす、前記 [ 1 4 ] に

記載 の カバ 一シ一 卜付 きロール状物。

( a ' ) [ カバ 一シ一 卜の橈 み長 さ] / [ 耐候性 フ イル ム A の橈 み長 さ] が

2 以 下

( b ' ) [ カバ 一シー トの耐荷重 凹み ] / [ 耐候性 フ イル ム A の耐荷重 凹み

] が 2 以 下

[001 1] [ 6 ] 以 下 の （1 ) ~ ( 4 ) の工程 を有 す る、保護 シ一 卜の製造方法、



( 1 ) フ イルム B の一方の面 に接着剤層 1 を有 し、他方の面 に接着剤層 2 を

有する積層体 X を作製する工程

( 2 ) 積層体 X の幅方向の両端 をス リッ トし、積層体 X ' とする工程

( 3 ) 接着剤層 1 上 に、積層体 X ' の幅W x. よ りも広い幅W Aを有する耐候性 フ

イル ム A を、耐候性 フ イル ム A の両端が接着剤層 1 の両端か ら突出するよう

に して貼 り合わせる工程

( 4 ) 接着剤層 2 上 に、 積層体 X ' の幅W x, よ りも広 く、耐候性 フ イル ム A の

幅W Aよ りも狭い幅W cを有するフィル 厶 C を、 フィル 厶 C の両端が接着剤層 2

の両端か ら突出するように して貼 り合わせる工程

[ 1 7 ] 前記工程 （1 ) において、積層体 X と して、接着剤層 1 上 に離型シ

— 卜1 を有 し、接着剤層 2 上 に離型シ一 卜2 を有するものを作製 し、前記ェ

程 （2 ) の後 であ って工程 （3 ) の前 に離型シー ト1 を剥離 し、前記工程 （

2 ) の後 であ って工程 （4 ) の前 に離型シ一 卜2 を剥離する工程 を経 る、前

記 [ 1 6 ] に記載の保護 シー トの製造方法、

[ 1 8 ] 前記工程 （1 ) が以下の （1 _ 1 ) 〜 ( 1 _ 3 ) の工程 を有 してな

る、前記 [ 1 7 ] に記載の保護 シー トの製造方法、

( 1 _ 1 ) 離型 シー 卜1 上 に接着剤層 1 組成物 を塗布、乾燥 して接着剤層 1

を形成する工程

( 1 - 2 ) 離型 シー ト2 上 に接着剤層 2 組成物 を塗布、乾燥 して接着剤層 2

を形成する工程

( 1 - 3 ) フ イルム B に、接着剤層 1 及び接着剤層 2 を貼 り合わせ、積層体

X とする工程

[ 1 9 ] 前記 [ 1 ] ~ [ 1 0 ] のいずれかに記載の保護 シ一 卜又は前記 [ 1

1 ] 及び [ 1 2 ] のいずれかに記載の封止材一体型保護 シー トを用いて作製

された太陽電池モジュール、

に存する。

発明の効果

本発明によれば、太陽電池保護 シー ト等の保護 シー ト、 及び これを使用す



る太陽電池モジュール等の積層体品のカール発生を抑制 し、外観が良好な保

護シ一 卜、特に、該保護シ一 卜を用いた太陽電池モジュールを提供すること

ができる。

また、本発明によれば、保護シ一 卜の積層体端面のデラミネ一シ ヨンを抑

制 しうる保護シ一 卜を提供することができる。

図面の簡単な説明

[001 3] [ 図 1] 本発明の保護シー 卜の一実施形態を示す断面図

[ 図2] 本発明の保護シ一 卜の一使用例を示す断面図

[ 図3]橈み長さの評価方法を説明する図

[ 図4 ] 耐荷重凹みの評価方法を説明する図

[ 図5] 本発明の保護シー 卜の製造方法の各工程の一実施形態を示す図

[ 図6] 本発明の保護シー トの製造方法の工程 （1 ) の一実施形態を示す図

[ 図7]従来の保護シ一 卜の製造方法により得 られた保護シ一 卜の一例を示す断

面図

発明を実施するための形態

[0014] 以下、本発明をさらに詳細に説明する。

複数のフイルムの積層体か らなる保護シ一 卜においては、その構成 フィル

厶各々の熱収縮率の相違により、例えば、高温環境を経た場合、著 しい力一

ルが発生することがある。例えば、太陽電池モジュールにおいては、曝露面

側の耐候性 フィル厶と防湿層等の他のフィル厶層 との熱収縮率が異なるため

、カールが発生 しやすい。

[001 5] 本発明者 らは、上記の課題に鑑み、保護シ一 卜の構成を、少な くとも、耐

候性 フ イル ム A 、接着剤層 1 、 フ イル ム B 、接着剤層 2 、及び厚みが 6 0

m以上であるフイルム C をこの順に有する保護シ一 卜とし、さらに該耐候性

フィル厶 A 以外のフィル厶 B及びフィル厶 C の各々の幅を、前記耐候性 フィ

ル厶 A の幅よりも小さくし、かつフイルム C の幅をフイルム Bの幅より大き

くした構成にすることにより、カールの発生を抑制 して良好な外観を達成で

きることを見出 した。 また、さらに、前記構成 とすることにより、図 2 に例



示 す るよ うに、真空 ラ ミネ一シ ヨンの際、 電子デバ イス （3 0 ) 上 の封止剤

( 2 0 ) が耐候性 フ イル ム A ( 1 ) の幅 よ りも短 い幅 を有 す る フ イル ム B (

3 ) 、 フ イル ム C ( 4 ) 等 の端面 に回 り込み、端部 か らのデ ラ ミネ一シ ヨン

の発生防止 を実現 す る ことを見 出す に至 った。 すなわち、本発 明 においては

、上記構成 によ り、前記本発 明の課題 を達成 す る ことがで きる。

[001 6] < 保護 シ一 卜>

本発 明は、 図 1 に例示 す るよ うに、 少な くとも、耐候性 フ イル ム A ( )

、接着剤層 1 ( 2 1 ) 、 フ イル ム B ( 3 ) 、接着剤層 2 ( 2 2 ) 、 及び厚 み

が 6 O m 以上 であ るフ イル ム C ( 4 ) を この順 に有 す る保護 シ一 卜 （1 0

) で あ って 、 前記耐候性 フ イル ム の 幅W A、 フ イル ム B の 幅W B、 及 び フ イル ム

C の幅W cが、W A> W C> W Bの関係 を有 す る保護 シー トに関す る。以下、各構

成 フ ィル 厶 について詳述 す る。

[001 7] [ 耐候性 フ イル ム A ]

本発 明の保護 シー トは、長期 の耐 久性 を付与 す るため に、耐加水分解性 や

耐候性 を備 えた耐候性 フ イル ム A (以 下、単 に 「耐候性 フ イル ム 」 とい う場

合 もあ る。 ） を有 す る。

耐候性 フ ィル 厶 は、耐候性 を有 す る点で フ ッ素系樹脂 フ ィル 厶が好 ま しく

、例 えば、 ポ リテ トラフル才 ロエチ レン （P T F E ) 、 テ トラフル才 ロェチ

レン パ 一 フル才 ロアル キル ビニル エーテル共重合体 （P F A ) 、 テ トラフ

ル才 ロエチ レン へ キサ フル才 ロプロ ピレン共重合体 （F E P ) 、 テ トラフ

ル才 ロエチ レン エチ レン共重合体 （E T F E ) 、 ポ リクロ口 トリフル才 ロ

エチ レン （P C T F E ) 、 ポ リビニ リデ ンフル才 ライ ド （P V D F ) 、 ポ リ

ビニル フル才 ライ ド （P V F ) 等 が好 ま しく用 い られ る。

[001 8] 長期 耐 久性 の観 点か らは、上記樹脂 と しては、 テ トラフル才 ロエチ レン -

エチ レン共重合体 （E T F E ) 、 テ トラフル才 ロエチ レン へ キサ フル才 ロ

プロ ピレン共重合体 （F E P ) が よ り好 ま しく用 い られ る。

耐候性 フ イル ム と しては、真空 ラ ミネ一シ ヨンの際や、温度変化や湿度変

化 の際 においての特性変化 が小 さい ことを考 慮 す る と、 ポ リエチ レンナ フタ



レー ト等の低収縮性耐候基材が好適である。特 に、熱収縮率 が大 きいポ リエ

チ レンテ レフタ レ一 卜フイルムや フッ素系 フイルムを、事前 の熱処理 による

低収縮率化 した フィル厶が好適である。

[001 9] 耐候性 フ イル ム に は、必要 に応 じて、種 々の添加剤 を添加することがで き

る。太陽電池用保護 シー トの場合、該添加剤 と しては、例 えば、紫外線 吸収

剤、耐候安定剤、酸化防止剤、帯電防止剤、 ブロッキ ング防止剤等が挙 げ ら

れ るが、 これ らに限 られない。

[0020] 耐候性 フイルムの厚 さは、太陽電池用保護 シ一 卜の場合、一般 に 2 0 ~ 1

5 O m程度 であ り、 フ イル ム の取 り扱 いやすさとコス 卜の 点か ら 2 0 ~

0 0 m が好 ま しく、 2 0 ~ 6 0 m がよ り好 ま しい。

本発明においては、後述するフ イル ム C の存在 によ り、耐候性 フ イル ム を

事前 に熱処理 して熱収縮率 を下 げておかな くても、保護 シ一 卜の力一ル を抑

制 することがで きる。 また、保護 シ一 卜のカール 抑制効果 をよ り発揮 する観

点か ら、耐候性 フ イル ム の熱収縮率 は 0 . 3 ~ 5 . 0 % であることが好 ま し

く、 0 . 5 ~ 4 . 0 % であることがよ り好 ま しく、 1 . 0 ~ 3 . 5 % である

ことがさ らに好 ま しい。 また、 フ イル ム の幅方向及び長 さ方向の熱収縮率 が

上記範 囲の場合、 その効果が特 に顕著 である。

熱収縮率 は、加熱前 のサ ンプル長 を L 0、 5 0 °C の温度条件下 において 3

0 分間才一 プンで加熱処理 した後 のサ ンプル長 を L ，と した とき、 （L 0_ L ，)

X 0 O / L 0の式か ら算 出することがで きる。

[0021 ] [ フ イル ム B ]

フ イルム B は、前記耐候性 フイルム上 に接着剤層 1 を介 して積層 され るも

のであ り、例 えば、種 々の用途 において、水蒸気バ リア性や酸素バ リア性 を

有 するものが好 ま しく用い られ る。具体的には、 エチ レン、 プロピレン、 プ

テ ン等の単独重合体又 は共重合体等のポ リオ レフイン ；環状 ポ リオ レフイン

等の非晶質ポ リオ レフイン ；ポ リエチ レンテ レフタ レ一 卜 （P E T ) 、 ポ リ

エチ レンナ フタ レ一 卜 （P E N ) 等 のポ リエステル ；ナイ ロン 6 、 ナイ ロン

6 6 、 ナイ ロン 1 2 、共重合ナイ ロン等のポ リアミ ド ；エチ レン—酢酸 ビニ



ル共重合体部分加水分解物 （E V O H) 、ポリイミド、ポリエーテルイミド

、ポリサルホン、ポリエーテルサルホン、ポリエーテルエーテルケトン、ポ

リカ一ボネ一卜、ポリビニルプチラール、ポリアリレー卜、フッ素樹脂、ァ

クリル系樹脂、生分解性樹脂等を材料とする樹脂フイルムや、基材に無機層

を形成した防湿フィル厶が使用される。本発明の保護シ一卜が太陽電池用保

護シ一卜に使用される場合は、防湿フイルムであることが好ましい。

フイルムBの厚さは、一般に5 ~ 1 0 0 m程度であり、生産性や取り扱

いやすさの点から8 ~ 5 O mが好ましく、 1 0 ~ 2 5 がより好ましい

[0022] (防湿フイルム）

防湿フイルムとしては、基材及び基材の少なくとも一方の面に形成される

無機層を少なくとも有するものが好ましい。太陽電池用保護シ一卜としては

、長期に高い防湿性を保持することが望まれるため、初期の防湿性も一定以

上のものである必要がある。したがって、上記防湿フイルムは水蒸気透過率

が0 . 1 g m 2 d a y 未満であることが好ましく、より好ましくは0 . 0 5

g / m2/ d a y 以下であり、さらに好ましくは、0 . 0 3 g m2 d a y 以

下である。また、該防湿フイルムは、太陽電池用保護シートが、受光面側に

用いられるフロントシ一卜として使用される場合には、透明であることが好

ましい。

[0023] 上記防湿フイルムの基材としては、樹脂フイルムが好ましく、その材料と

しては、通常の太陽電池用材料に使用しうる樹脂であれば特に制限なく用い

ることができる。

具体的には、エチレン、プロピレン、プテン等の単独重合体又は共重合体

等のポリオレフイン；環状ポリオレフィン等の非晶質ポリオレフイン；ポリ

エチレンテレフタレ一卜 （P E T ) 、ポリエチレンナフタレ一卜 （P E N)

等のポリエステル ；ナイロン6、ナイロン6 6、ナイロン1 2、共重合ナイ

ロン等のポリアミド；エチレン—酢酸ビニル共重合体部分加水分解物 （E V

0 H) 、ポリイミド、ポリエーテルィミド、ポリサルホン、ポリエーテルサ



ルホン、ポリエーテルエーテルケ卜ン、ポリカ一ボネ一卜、ポリビニルプチ

ラール、ポリアリレ一卜、フッ素樹脂、アクリル系樹脂、生分解性樹脂等が

挙げられ、中でも熱可塑性樹脂が好ましい。さらにフイルム物性、コスト等

の点から、ポリエステル、ポリアミド、ポリオレフィンが好まく、表面平滑

性、フィル厶強度、耐熱性等の点から、ポリエチレンテレフタレ一卜 （P E

T ) 、ポリエチレンナフタレ一卜 （P E N ) が特に好ましい。

[0024] また、上記基材は、必要に応じて、種々の添加剤を添加することができる

。該添加剤としては、例えば、帯電防止剤、紫外線吸収剤、可塑剤、滑剤、

フィラー、着色剤、耐候安定剤、ブロッキング防止剤、酸化防止剤等が挙げ

られるが、これらに限られない。

[0025] 使用しうる紫外線吸収剤としては、ベンゾフエノン系、ベンゾ卜リアゾ一

ル系、 卜リアジン系、サリチル酸エステル系等各種タイプのものを挙げるこ

とができ、種々の市販品が適用できる。

[0026] 上記基材としての樹脂フイルムは、上記の原料を用いて成形してなるもの

であるが、未延伸であってもよいし延伸したものであってもよい。さらに、

単層または多層のいずれでもよい。

かかる基材は、従来公知の方法により製造することができ、例えば、原料

を押出機により溶融し、環状ダイやT ダイにより押出して、急冷することに

より実質的に無定型で配向していない未延伸フイルムを製造することができ

る。また、多層ダイを用いることにより、 1種の樹脂からなる単層フイルム

、 1種の樹脂からなる多層フイルム、多種の樹脂からなる多層フイルム等を

製造することができる。

[0027] この未延伸フイルムを一軸延伸、テンター式逐次二軸延伸、テンター式同

時二軸延伸、チューブラ一式同時二軸延伸等の公知の方法により、フイルム

の流れ （縦軸）方向又はフイルムの流れ方向とそれに直角な （横軸）方向に

延伸することにより、一軸方向又は二軸方向に延伸したフィル厶を製造する

ことができる。延伸倍率は任意に設定できるが、フイルムの幅方向または長

さ方向の少なくともいずれかの 1 5 0 °Cにおける熱収縮率が、 0 . 0 1 ~ 5



%であることが好ましく、 0 . 0 1 ~ 2 %であることがより好ましい。中で

もフイルム物性の点から、二軸延伸ポリエチレンテレフタレ一 卜フイルム、

二軸延伸ポリエチレンナフタレ一 卜フイルム、ポリエチレンテレフタレ一 卜

及び/ 又はポリエチレンナフタレ一 卜と他の樹脂との共押出二軸延伸フィル

厶が好ましい。

[0028] また、上記基材の厚さは、一般に 5 ~ 1 0 0 m であり、生産性や取り扱

いやすさの点から8 ~ 5 O mが好ましく、 1 0 ~ 2 5 がより好ましい

[0029] なお、上記基材には、無機層との密着性向上のため、アンカ一コ一 卜層を

形成することが好ましい。該アンカ一コ一 卜層には、溶剤性又は水性のポリ

エステル樹脂 ；イソシァネ一 卜樹脂、ウレタン樹脂、アクリル樹脂、変性 ビ

ニル樹脂、 ビニル アル コール樹脂等のアル コール性水酸基含有樹脂 ；ビニル

プチラール樹脂、ニ トロセルロース樹脂、才キサゾリン基含有樹脂、カルボ

ジイミ ド基含有樹脂、メラミン基含有樹脂、エポキシ基含有樹脂、変性スチ

レン樹脂及び変性シリコー ン樹脂等を単独、あるいは 2 種以上組み合わせて

使用することができる。また、アンカ一コ一 卜層には必要に応 じ、アルキル

チタネ一 卜、シラン系カップリング剤、チタン系カップリング剤、紫外線吸

収剤、耐候安定剤、滑剤、ブロッキング防止剤、酸化防止剤等を添加するこ

とができる。紫外線吸収剤、耐候安定剤及び酸化防止剤としては、前述の基

材に用いるものと同様のものを使用することができ、また該耐候安定剤及び

/ または紫外線吸収剤が前記 した樹脂と共重合 したポリマ一タイプのものを

使用することもできる。

[0030] アンカ一コ一 卜層の厚みは無機層との密着性向上の観点から、 1 0 ~ 2 0

0 n mであることが好ましく、 1 0 ~ 1 0 0 n mであることがより好ましい

。その形成方法としては、公知のコーティング方法が適宜採択される。例え

ば、 リバース口一ルコ一タ一、グラビアコ一タ一、ロッドコ一タ一、ェア ド

クタコ一タ一、または、スプレイを用いたコーティング方法等の方法がいず

れも使用できる。また、基材を樹脂液に浸潰 して行ってもよい。塗布後は、



8 0 ~ 2 0 0 °C程度の温度での熱風乾燥、熱 口一ル乾燥等の加熱乾燥や、赤

外線乾燥等の公知の乾燥方法を用いて溶媒を蒸発させることができる。 また

、耐水性、耐久性 を高めるために、電子線照射による架橋処理 を行 う事 もで

きる。 また、 アンカ一コ一 卜層の形成は、基材の製造ラインの途中で行 う方

法 （イ ンライ ン） でも、基材製造後 に行 う方法 （オ フライ ン） でも良い。

[0031 ] 無機層を構成する無機物質 と しては、珪素、 アル ミニウム、マグネシウム

、亜鉛、錫、ニ ッケル、チタン等 ；又はこれ らの酸化物、炭化物、窒化物 ；

あるいはこれ らの混合物が挙げられる。 これ らの無機物質の中でも、透明で

あることか ら酸化珪素、窒化珪素、酸化窒化珪素、酸化アル ミニウム、 ダイ

アモン ドライク力一ボンが好ま しい。特 に、酸化珪素、窒化珪素、酸化窒化

珪素、酸化アル ミニウムは、高いガスバ リア性が安定に維持できるため好ま

しい。

[0032] 無機層の形成方法 と しては、蒸着法、 コーテ ィング法等の方法がいずれも

使用できるが、 ガスバ リァ性の高い均一な薄膜が得 られるという点で蒸着法

が好ま しい。 この蒸着法には、物理気相蒸着 （P V D ) 、あるいは化学気相

蒸着 （C V D ) 等の方法がいずれも含 まれる。物理気相蒸着法には、真空蒸

着、イオ ンプレ一テ ィング、スパ ッタ リング等が挙げられ、化学気相蒸着法

には、 プラズマを利用 したプラズマC V D、加熱触媒体を用いて材料ガスを

接触熱分解する触媒化学気相成長法 （C a t —C V D ) 等が挙げられる。

[0033] また、無機層は単層であっても多層であってもよい。多層の場合、同一の

成膜法を用いても良い し、各層 ごとに異なる成膜法を用いても良いが、何れ

も減圧下で連続 して行 うことが、効率的な防湿性向上、生産性の点で好ま し

い。

また、特 に、真空蒸着法により形成 した無機層、化学蒸着法により形成 し

た無機層及び真空蒸着法により形成 した無機層をこの順で形成 した層構成が

、多層構成の中に含 まれていることが好ま しい。

なお、無機層が多層の場合、各層は同 じ無機物質か らなっていても、異な

る無機物質か らなっていてもよい。



[0034] 上記無機層の厚さは、安定 した防湿性の発現の点から、 1 0 ~ 1 0 0 0 n

mであることが好ましく、 2 0 ~ 8 0 0 n mがより好ましく、 2 0 ~ 6 0 0

n mがさらに好ましい。

[0035] [ フイルム C ]

フイルムC は、前記フィル厶 B に接着剤層 2 を介 して貼合されるフィル厶

であり、厚みが 6 O m以上の樹脂フイルムが用いられる。また、フイルム

C は、 2 3 °C における弾性率が、 2 . O G P a 以上のものが好適に用いられ

る。上記性状を有することで、フイルムC は、他の構成層の収縮に対 して変

形を抑制する効果を持っため、力一ルの発生抑制に優れたものとなる。

上記観点から、カール発生の抑制に必要なフイルムC の厚みは、 6 0 ~ 3

0 0 mであることが好ましく、フイルムの取り扱いやすさとコス 卜の点か

らより好ましくは 7 5 ~ 2 5 0 m程度であり、さらに好ましくは 1 0 0 ~

2 0 0 Ίである。また、フイルムC の 2 3 °C における弾性率は、 2 . 0 ~

1 0 . O G P a であることがより好ましく、 2 . 0 8 . O G P a であるこ

とがさらに好ましい。上記範囲の弾性率を有することにより、外力の変形に

対する変形抵抗を発揮することができ、保護シ一 卜および保護シ一 卜を含む

積層品のカールを十分に抑えることが可能となり好ましい。ここで、弾性率

とは、応力—歪み曲線の直線部の傾きから求められる引張弾性率を指 し、 J

I S K 7 6 ： 9 9 4 に準拠 した引張試験の方法により求めることがで

きる。

[0036] フイルムC の材料としては、具体的には、ポリエチレンテレフタレ一 卜 （

P E T ) ポ リエチレンナフタレ一 卜 （P E N ) 等のポリエステル ；ナイ口

ン6 、ナイロン6 6 、ナイロン 1 2 、共重合ナイロン等のポリアミ ド；ェチ

レン—酢酸 ビニル共重合体部分加水分解物 （E V O H ) 、ポリイミ ド、ポリ

エーテルイミ ド、ポリサルホン、ポリエーテルサルホン、ポリエーテルエ一

テルケ 卜ン、ポリカ一ボネ一 卜、ポリビニルプチラール、ポリアリレー 卜、

フッ素樹脂、ァクリレー 卜樹脂、生分解性樹脂が挙げられ、また該樹脂に弾

性率の補強効果を向上させるものとしてタルク等の無機材ゃフイラ一等の有



機、無機材を添加 してもよい。

[0037] またフイルムC が太陽電池用保護シー トに使用される場合は、太陽電池モ

ジュールは発電時の発熱や太陽光の輻射熱等で、その使用温度が 8 5 9 0

°C程度まで昇温するため、該フィル厶 C の融点が使用温度以下であるとフィ

ル厶C は軟化 し動作中に本来の太陽電池素子を保護する機能が失われる。従

つてフイルムC としては、ポリエチレンナフタレ一 卜、ポリエチレンテレフ

タレ一 卜等、あるいは、ポリプロピレン（P P )、ポリ乳酸（P L A )、ポリフ

ッ化ビニル （P V F )、ポリフッ化ビニリデン（P V D F )、酪酢酸セルロース

( C A B )等から選ばれる 1種又は 2 種以上の樹脂を含むことが好ましく、該

樹脂を 5 0 質量％以上含有するものであることが好ましい。さらに該樹脂に

紫外線吸収剤や着色剤を配合 した樹脂組成物を成膜 したものが好ましく用い

られるが、これらに限定されるものではない。

[0038] [接着剤層]

本発明の保護シ一 卜は、前記耐候性フイルムA とフィル厶 B の間に接着剤

層 1、 フイルム B とフイルム C の間に接着剤層 2 を有する。

接着剤層 1及び接着剤層 2 は、組成や厚みが同一であってもよいし、異な

つていても良いが、カールの防止等の保護シ一 卜のバランスの観点から、組

成及び厚みが同一であること好ましい。なお、以下、接着剤層 1及び接着剤

層 2 を、単に 「接着剤層」という場合もある。

[0039] 保護シ一 卜の製造においては、例えば、耐候性フイルム とフイルム B (防

湿フイルム等）、さらにはフイルム B とフイルム C とを、それぞれ接着剤層

を介 して積層する。この際、溶剤を用いて希釈 した接着剤を各フイルム上、

例えば、フイルム C、 フイルム B の基材側に所定の厚みに塗布 し、通常 7 0

°C ~ 4 0 °Cの範囲での乾燥により溶剤を蒸発させフイルム上に接着剤層を

形成する。その後、他の樹脂フイルム等を接着剤層側に向けて貼 り合わせる

。最後に所定の温度での養生を経て作製する。養生は例えば3 0 °C ~ 8 0 °C

の範囲で 1 日から 1週間行なわれる。

[0040] このような積層工程においては、熱や貼合の張力が各フイルムに作用 し保



護 シ一 卜に残留歪が蓄積 されるが、蓄積 された残留歪は、例 えば保護 シ一 卜

を太陽電池用保護 シ一 卜に用いた場合 に高温高湿環境下での使用や保存 にお

いて、各積層界面への応力 とな って作用する。特 にフ イル ム に残留歪が蓄積

した場合 には、高温高湿環境下で フ イル ム が収縮 し、防湿 フ イル ム の無機層

に応力を与え、無機層の欠陥を生 じさせ、防湿性能の低下を引 き起 こす要因

となる。

[0041 ] 従 って、高温高湿環境下において、残留歪か ら生 じるフ イル ム の収縮 によ

る応力が無機層 に伝達するのを低減 し、無機層 を保護 し防湿性の劣下を防止

する観点か ら、ある程度柔 らかさと厚みを持つ接着剤層 を介 して、耐候性 フ

イルム （フッ素系樹脂 フイルム） と防湿 フイルムを積層することが好 ま しい

。 このような ことか ら接着剤層は、 1 0 0 °C、周波数 1 0 H z 、歪 0 . 1 %

における引張貯蔵弾性率が 5 . 0 X 0 4~ 5 . 0 X 1 0 5 P a であることが好

ま しい。すなわち、 1 0 0 °C、周波数 1 O H z 、歪 0 . 1 % における引張貯

蔵弾性率が 5 . 0 X 1 0 4 P a 以上であれば保護 シ一 卜を構成する樹脂 フィル

厶等の構成部材 を積層する際に、接着剤層が流動せず、層厚みを均一に維持

することが可能である。 また、接着剤層の 1 0 0 °C、周波数 1 0 H z 、歪 0

. 1 % における引張貯蔵弾性率が 5 . 0 X 1 0 5 P a 以下であれば、該接着剤

層 を介 し対向するフ イル ム の収縮等 によ り発生する応力を接着剤層で吸収す

ることで無機層へのダメージを防 ぐことが可能 となる。接着剤層の 1 o o °c

、周波数 1 0 H z 、歪 0 . 1 % における引張貯蔵弾性率 は、 7 . 0 X 1 C P

a ~ 5 . 0 X 1 0 5 P a であることが好 ま しく、 1 . O x l 0 5 P a ~ 5 . 0 X

1 0 5 P a であることがよ り好 ま しい。

[0042] また、接着剤層は、常温 （2 0 °C ) において接着強度 を維持する観点か ら

、 2 0 °C、周波数 1 0 H z 、歪 0 . 1 % における引張貯蔵弾性率が 1 . 0 X

1 0 6 P a 以上であることが好 ま しい。

保護 シ一 卜の防湿性の劣下の原因 と して、接着剤 自身の防湿性の劣下も挙

げ られる。 これについては加水分解 しに くい接着剤 を選択することが有効で

ある。



[0043] 以上の観点から、本発明において、上記接着剤層に用いられる接着剤とし

ては、ある程度柔らかさを持ち、ファンデル ワールス力によって密着する粘

着剤が好ましい。粘着剤は、接着剤のうち、水、溶剤、熱等を使用せず、常

温で短時間、わずかな圧力を加えるだけで接着 し、被着体に濡れていくため

の液体の性質 （流動性）と剥離に抵抗する固体の性質 （凝集力）とを同時に

有するものである。溶液型接着剤、熱硬化型接着剤、ホットメル ト接着剤等

の接着剤が化学反応、溶媒揮散、温度変化等によって固化するのに対 し、粘

着剤は半固体であり、固化の過程が必要でなく、接合形成後もその状態が変

わらないものである。

粘着剤としては、さらにアクリル系粘着剤を含むものが好ましく、ァクリ

ル系粘着剤を主成分とするものがより好ましい。ここで、主成分とは、本発

明の効果を妨げない範囲で、他の成分を含むことを許容する趣旨である。具

体的な含有率を制限するものではないが、主成分とは、一般に接着剤層の構

成成分全体を 1 0 0 質量部とした場合、 5 0 質量部以上であり、好ましくは

6 5 質量部以上、さらに好ましくは 8 0 質量部以上であつて 1 0 0 質量部以

下の範囲である。

[0044] 前記アクリル系粘着剤としては、粘着性を与える低ガラス転移点 （T g )

の主モノマ一成分、接着性や凝集力を与える高T g のコモノマ一成分、及び

架橋や接着性改良のための官能基含有モノマ一成分を主とする重合体または

共重合体 （以下、 「アクリル系 （共）重合体」という）よりなるものが好ま

しい。

前記アクリル系 （共）重合体の主モノマ一成分としては、例えば、ァクリ

ル酸ェチル、アクリル酸プチル、アクリル酸ァミル、アクリル酸 2 _ ェチル

へキシル、アクリル酸才クチル等のアクリル酸エステル等が挙げられる。こ

れらは単独で用いてもよいし、 2 種以上組み合わせて用いてもよい。

[0045] 前記アクリル系 （共）重合体のコモノマ一成分としては、アクリル酸メチ

ル、メタクリル酸メチル、メタクリル酸ェチル、メタクリル酸プチル、メタ

クリル酸 2 —ェチルへキシル、メタクリル酸シクロへキシル、メタクリル酸



ベンジル、酢酸 ビニル、スチレン、アクリロニ トリル等が挙げられる。これ

らは単独で用いてもよいし、 2 種以上組み合わせて用いてもよい。

前記アクリル系 （共）重合体の官能基含有モノマー成分としては、例えば

、アクリル酸、メタクリル酸、マレイン酸、ィタコン酸等のカルボキシル基

含有モノマ一や、 2 —ヒドロキシェチル （メタ）ァクリレー 卜、 2 —ヒドロ

キシプロピル （メタ）ァクリレー 卜、 N —メチロールアクリルアミ ド等のヒ

ドロキシル基含有モノマ一、 アクリルアミ ド、メタクリルアミ ド、グリシジ

ルメタクリレ一 卜等が挙げられる。これらは単独で用いてもよいし、 2 種以

上組み合わせて用いてもよい。

[0046] 前記アクリル系 （共）重合体のモノマー成分の重合に使用する開始剤の例

としては、ァゾビスイソプチルニ トリル、ベンゾィルパ一オキサイ ド、ジ一

t —プチルバ一才キサイ ド、クメンハイ ドロパ一才キサイ ド等が挙げられる

。また、前記アクリル系粘着剤の主成分となるアクリル系 （共）重合体の共

重合形態については特に制限はなく、ランダム、プロック、グラフ 卜共重合

体のいずれであつてもよい。

また、前記アクリル系粘着剤が上述のアクリル系 （共）重合体である場合

の分子量としては、質量平均分子量で 3 0 万〜 1 5 0 万であるものが好まし

く、 4 0 万〜 1 0 0 万であることがさらに好ましい。質量平均分子量を上記

範囲にすることによって被着体に対する密着性や接着耐久性を確保 し、浮き

や剥がれ等を抑制することができる。

[0047] さらに、前記アクリル系 （共）重合体において、官能基含有モノマー成分

単位の含有量は、 1 ~ 2 5 質量％の範囲が好ましい。この含有量を前記範囲

内にすることにより、被着体との密着性および架橋度を確保 し、接着剤層の

引張貯蔵弾性率を、 1 0 0 °C において 5 . 0 X 0 4~ 5 . O x l 0 5P a の範

囲の値にすることができる。

接着剤層と無機層が強い化学結合を形成すると、接着剤層の粘弾性の変化

や接着剤層塗膜の分解、収縮によって無機層に大きな応力がかかるが、無機

層と接着剤層が化学結合を形成する要因は、例えばS i O 等の無機層の欠



陥部分 と接着剤層中の水酸基等が反応することによると考 え られる。 これを

抑制するためには、接着剤中の反応性官能基の数 を減 らせばよ く、接着剤層

の塗布、硬化後の未反応官能基の数 を少な くすることが好ま しい。

[0048] 本発明における接着剤層は、紫外線吸収剤 を含有することが好ま しい。

本発明において、接着剤層は、前述 したように、耐候性 フイルム、 フィル

厶 B 又はフイルムC に直接塗工することにより形成 してもよい し、前記接着

剤 を剥離処理 された剥離シ一 卜の剥離処理面に塗工 し、 これを耐候性 フィル

厶等に接合することにより形成することもできる。

塗工する前記接着剤 （以下、塗工液 という）には、有機溶剤系、エマル シ

ヨン系、無溶剤系があるが、耐水性が問われる太陽電池シ一 卜等の用途には

有機溶剤系が望 ま しい。

有機溶剤系の塗工液 に用い られる有機溶剤 と しては、例えば、 トル エ ン、

キシ レン、 メタノール、エタノール、イソプタノ一ル、 n —プタノ一ル、 ァ

セ トン、 メチル ェ チル ケ トン、 酢酸ェ チル、 テ トラ ヒ ドロフラ ン等が挙げら

れる。 これ らは 1 種 を単独で用いてもよ く、 2 種以上組み合わせて用いても

よい。

[0049] 塗工液は、塗工の利便さか ら、 これ らの有機溶剤 を使用 して、固形分濃度

が 1 0 ~ 5 0 質量％の範囲になるように調製するのが好ま しい。

塗工液の塗工は、例えば、バー コ一 卜法、 口一ル コ一 卜法、ナイフコ一 卜

法、 ロールナイフコ一 卜法、 ダイコ一 卜法、 グラビアコ一 卜法、エア ドクタ

— コ一 卜法、 ドクタープレー ドコ一 卜法等、従来公知の塗工方法により行 う

ことができる。

塗工後、通常 7 0 ~ 1 4 0 °C の温度で 1 〜 5 分程度乾燥処理することによ

り、接着剤層が形成 される。

[0050] 接着剤層の厚 さは、十分な接着力を得 るとの観点か ら2 ~ 3 0 m とする

のが好ま しく、 より好ま しくは 4 ~ 2 5 m、 さらに好ま しくは 6 ~ 2 0 从

m である。

[0051 ] [ 保護 シー ト]



本発明の保護 シ一 卜は、少な くとも、耐候性 フイルム A 、接着剤層 1、 フ

イルム B 、接着剤層 2 、及び厚みが 6 0 m以上であるフイルム C をこの順

に有するもの で あ り、前記耐候性 フ イル ム の幅WA、 フ イル ム B の幅WB、及び

フ イル ム C の幅W Cが、W A> W C> W Bの関係 を有する。幅W A、 W B及びW Cが上

記関係 を満たさない場合や、 フイルム C の厚みが 6 0 m未満の場合は、耐

候性 フィル厶、 フィル厶 B 及び フィル厶 C の各 々の熱収縮率の相違 によ り、

得 られる積層体 においてカールの発生が著 しく、 またはデラミネ一シ ヨンを

起 こ し、本発明の課題 を解決することがで きない。

[0052] 上述の通 り、本発明においては、 フイルム B の幅W B及び フイルム C の幅W C

の各 々を耐候性 フィル厶の幅WAよ りも小さ くすることが必要である。 フィル

厶 C が適切な幅W Cを有することで耐候性 フィル厶の収縮応力を抑 え込み力一

ル を抑制することがで きる。 さ らに積層体形成後の端面のデラミネ一シ ヨン

を防 ぐ観点か ら、幅WAに対する幅W cの比 （W C/ WA) が 0 . 7 0 以上、 1 .

0 未満であ り、かつ幅WAと幅W cの差 （W A_ WC) が 1 0 0 m m以下であるこ

とが好 ま しい。 また、 よ り好 ま しくは、 O . 8 0 以上、 1 . 0 未満

であ り、かつ a _ c が 8 0 m m以下であ り、 さ らに好 ま しくは、WC/ WAが 0

. 8 5 以上、 0 . 9 5 以下であ り、かつ幅WAと幅W (；の差が 5 0 m m以下であ

る。

[0053] また、本発明においては、 フイルム C の幅W Cをフイルム B の幅W Bよ りも大

きくすることが必要である。耐候性 フィル厶の収縮応力を抑 え込み力一ル を

抑制 し、 さ らに外観良好な保護 シ一 卜および積層体 を得 る観点か ら、幅W cに

対する幅WBの比 （W B/ WC) が 0 . 6 5 以上、 1 . 0 未満であ り、かつ幅W c

と幅WBの差 （W C_ WB) が 3 2 m m以下であることが好 ま しい。 また、 よ り好

ま しくは、WB/ WCが 0 . 7 5 以上、 1 . 0 未満であ り、かつ幅W cと幅WBの

差が 3 O m m以下であ り、 さ らに好 ま しくは、WB/ WCが 0 . 8 0 以上、 0 .

9 9 以下であ り、かつWC_ WBが 2 5 m m以下である。

なお、本発明において、 「フイルムの幅」 とは、保護 シ一 卜が ロールで提

供 される場合は ロールか ら巻 きだ した フ イル ム の長 さ方向に対 して横方向の



長さをいい、枚葉で提供される場合は4 辺のうちの短辺側をいう。

[0054] また、本発明においては、耐候性フイルムの収縮応力を十分に抑制できる

こと、および取り扱いやコス トの観点から、フイルムC の厚みに対する、耐

候性フイルムの厚みの比 （耐候性フイルムの厚み/ フイルムC の厚み）が、

2 . 0 以下であることが好ましく、より好ましくは 1 . 0 以下であり、さら

に好ましくは0 . 7 5 以下、特に好ましくは0 . 2 0 以上、 0 . 7 5 以下で

ある。

保護シ一 卜全体の厚みとしては、特に限定されるものではないが、好まし

くは 9 0 ~ 6 0 0 m であり、より好ましくは 1 0 0 ~ 4 0 0 m であり、

さらに好ましくは 1 2 0 ~ 3 2 0 m である。

なお、フイルム B が、基材の少なくとも一方の面に無機層を有する防湿フ

イルムの場合、耐候性フイルムと防湿フイルムとを接着剤層 1 を介 して積層

する際、防湿フィル厶の無機層側の面を耐候性フィル厶側にして積層すると

、保護シ一 卜の保管時および使用時における無機層へのダメージを低減でき

るため好ましい。

[0055] < 封止材ー体型保護シー ト>

本発明の封止材ー体型保護シー 卜は、前述 した本発明の保護シー 卜のフィ

ル厶C側に、さらに封止材層が積層されてなるものである。予め封止材層を

積層 した封止材一体型の保護シ一 卜とすることにより、電子デバィスの真空

ラミネー ト工程の効率化を図ることができる。電子デバイスとしては、 E L

素子、液晶表示素子等のディスプレイ素子、太陽電池、タツチパネル等が挙

げられる。

例えば、本発明の保護シー トを用いて太陽電池モジュールを製造する場合

、真空ラミネー ト工程におけるフロン トシ一 卜、封止材、発電素子、封止材

、バックシ一 卜それぞれを個々に積層する作業を低減でき、太陽電池モジュ

—ル製造の効率化を図ることができる。

[0056] 本発明の封止材ー体型保護シー トにおいて、封止材層を構成する封止材と

しては、例えば、シリコーン樹脂系封止材や、エチレン—酢酸 ビニル共重合



体、エチ レンと —才 レフィンとのランダム共重合体等が挙げられる。上記

—才 レフィンと しては、 プロピレン、 1 —プテ ン、 1 _ ペ ンテ ン、 1 _ へ

キセ ン、 1 _ ヘ プテ ン、 1 —才 クテ ン、 1 _ ノネ ン、 1 —デセ ン、 3 —メチ

ル ープテ ン— 1、 4 _ メチル —ペ ンテ ン— 1 等が挙げられる。

[0057] 封止材ー体型保護シー トにおいて、封止材層の幅W Dは、前記耐候性 フ ィル

厶の幅W Aより小さ く、かつ前記 フイルムC の幅W cより大 きいことが好ま しい

。 このことにより、真空ラミネ一 卜時に、耐候性 フイルム以外の前記保護シ

- 卜構成層の端面を封止材により封止 し、保護シ一 卜の防湿性の低下及びデ

ラミネ一シ ョンを防止することができる。

[0058] 積層される封止材層の厚みは、電子デバイスの保護の観点か ら、好ま しく

は 2 0 0 ~ 7 5 0 Ί、 より好ま しくは 3 0 0 ~ 6 0 0 である。

[0059] 本発明の保護シー トに封止材層を積層する方法 と しては、公知の方法を用

いることができる。例えば、保護シ一 卜の前記 フイルムC 側の面に、必要に

応 じて接着剤層を介 して、封止材層を積層すればよい。前記接着剤層には、

上述の接着剤層を構成する粘着剤 と同様のもの、又は、溶液型接着剤、熱硬

化型接着剤、ホ ッ 卜メル ト接着剤等の公知の接着剤 を使用することができる

。該接着剤 と しては、ポ リウレタン系接着剤 を含むものが好ま しく、ポ リウ

レタン系接着剤 を主成分 とするものがより好ま しい。

[0060] < ロール状物>

本発明のロール状物は、上述 した本発明の保護シー 卜又は封止材ー体型保

護シ一 卜が巻 き取 られてなるものである。 ロール状物 とすることにより、そ

の後の加工性、運搬性、生産性 を良好にすることができ、外観の保護 を図 り

やす くできる。

巻取 りの長さは、 5 O m以上 とすることが好ま しく、 1 0 0 m以上 とする

ことがより好ま しい。

[0061 ] < カバ一シー ト付 きロール状物>

本発明のカバ一シ一 卜付 きロール状物は、上述 した本発明の保護シ一 卜又

は封止材一体型保護シ一 卜が巻 き取 られてなるロール状物であって、前記 口



ール状物の表面のうち、耐候性フイルムが突出する箇所に対応する箇所の少

なくとも一部を、以下の条件により測定される橈み長さが 7 O m m以下であ

り、かつ耐荷重凹みが 0 . 1 以下であるカバ一シ一 卜で覆ってなるものであ

る。

[0062] [橈み長さ]

( 1 ) 幅 2 0 m m、長さ 1 2 0 m mのサンプルを採取する。

( 2 ) サンプルを台上に、サンプルのうち長さ 1 0 0 m mの部分が台から突

出するようにして配置 し、サンプルの台上の部分に、重さ 5 k g の重りを乗

せてサンプルを固定する。

( 3 ) サンプルの台から突出する部分の端部が、台から垂れ下がる長さ 「x

」 （単位 ：m m) を測定 し、この値を橈み長さとする。

[0063] 橈み長さとは、カバ一シ一 卜等の撓みやすさを示す指標である。

なお、橈み長さは、数値が安定 した状態で測定することが好ましく、通常

、サンプルを固定 して 5 分経過後に測定を行う。また、測定の温度条件は 2

3 °C程度であることが好適である。

また、サンプルの台上の部分には、まず底面が 2 O m m X 2 O m mの板を

乗せ、次いで該板の上に 5 k g の重りを乗せることが好ましい。板の高さは

5 5 m m程度で、材質は特に問わず、ガラス板、鉄板等が挙げられる。

[0064] [ 耐荷重凹み]

( 1 ) 1 0 0 m m四方のサンプルを採取する。

( 2 ) サンプルを厚さ2 0 m mのガラス板上に設置 し、サンプルの中央部に

直径 5 m mで重さ0 . 5 g の鋼球を載せ、さらに鋼球上から2 k g の荷重を

かける。

( 3 ) サンプルの凹み 「d 」 （単位 ： m ) を測定 し、サンプルの厚み 「t

」 （単位 ： m ) との比 「d / t 」を耐荷重凹みとする。

[0065] 耐荷重凹みとは、カバ一シ一 卜等の凹みにくさを示す指標である。

なお、サンプルの凹み 「d 」は、一番深い凹み箇所の深さを測定するもの

とする。



また、耐荷重凹みは、数値が安定 した状態で測定することが好ましく、通

常、サンプルに鋼球を載せ、さらに鋼球上から荷重をかけてから2 3 °Cで 2

時間経過後に測定を行う。

[0066] 上述 した本発明の保護シー 卜又は封止材ー体型保護シー 卜は、耐候性フィ

ル厶の幅が広いため、該フィル厶が他の保護シ一 卜構成層より突出した突出

部を有 している。 したがって、上述 した本発明の太保護シ一 卜又は封止材一

体型保護シ一 卜を巻き取った口一ル状物も、このような突出部を有 している

。そして、このような突出を有するロール状物は、輸送時等に突出部が折れ

曲がったり、シヮが生 じる場合がある。

本発明のカバ一シー ト付きロール状物は、ロール状物の表面のうち、耐候

性フイルムが突出する箇所に対応する箇所の少なくとも一部をカバ一シ一 卜

で覆うことにより、輸送時等に突出部が折れ曲がったり、シヮが生 じること

を防止 したものである。

[0067] カバ一シ一 卜は、耐候性フイルムが突出する箇所に対応する少なくとも一

部を覆えばよいが、該箇所の 5 0 %以上覆うことが好ましく、該箇所の全部

を覆うことがさらに好ましい。また、よりさらに好ましい態様は、ロール状

物の表面の全部を覆うことである。

カバ一シー トの幅W kと耐候性フイルムの幅WAとの比 （[WK] / [ W ] )

は 1以上であることが好ましく、 1 . 0 5 以上であることがより好ましく、

1 . 5 以上であることがさらに好ましい。また、ハン ドリング性の観点か

ら、 [ ] / [ ] は 1 . 5 以下であることが好ましく、 1 . 3 以下である

ことがより好ましい。

なお、突出部の折れ曲がりゃシヮは、主としてロール状物の上下方向から

の負荷であるため、ロール状物の表面をカバ一シ一 卜覆えば本発明の目的を

達成することができる。さらに、ロール状物の左右方向からの負荷を考慮 し

て、ロール状物の側面もカバ一シ一 卜で覆ってもよい。

[0068] 橈み長さは 6 O m m以下であることが好ましく、 5 O m m以下であること

がより好ましく、 4 0 m m以下であることがさらに好ましい。耐荷重凹みは



0 . 0 5 以下であることが好ま しく、 0 . 0 3 以下であることがより好ま し

い。

また、 カバ一シ一 卜でロール状物の表面を覆 う際のハ ン ドリング性や、 力

バーシ一 卜の長さ方向端部の固定を維持する観点か ら、橈み長さが 5 m m以

上、耐荷重凹みが 0 . 0 1 以上であることが好ま しく、橈み長さが 1 0 m m

以上、耐荷重凹みが 0 . 0 2 以上であることがより好ま しい。

[0069] カバ一シ一 卜と しては、エチ レン、 プロピレン、 プテ ン等の単独重合体又

は共重合体等のポ リオ レフイン ；環状ポ リオ レフイン （C y c I o - 0 I e

f i n - P o I y m e r ：C O P ) 等の非晶質ポ リオ レフイン ；ポ リェチ レ

ンテ レフタ レ一 卜 （P E T ) 、ポ リエチ レンナフタ レ一 卜 （P E N ) 等のポ

リエステル ；ナイロン 6 、ナイロン 6 6 、ナイロン 1 2 、共重合ナイロン等

のポ リアミ ド；ポ リイミ ド、 卜リアセチルセル ロース （T A C ) 、セル 口一

スジアセテー ト、セル ロースアセテー トプチ レ一 卜、ポ リエーテルスル フ才

ン、ポ リスル フォン、ポ リメチルペ ンテ ン、ポ リ塩化 ビニル、ポ リビニルァ

セタール、ポ リエーテルケ トン、ポ リメタク リル酸 メチル、ポ リ力一ボネ一

卜、ポ リウレタン等のプラスチ ックシ一 卜を好適に用いることができる。

カバ一シ一 卜の厚みは、 5 〇 m ~ 2 m m が好ま しく、 1 0 〇 m ~ 1 m

mがより好ま しい。

[0070] また、 カバ一シ一 卜はロール状物 とブロッキングを生 じる可能性がある。

特 に、 ロール状物の下方に位置するカバ一シ一 卜は、 ロール状物の重みによ

り、 ロール状物 とカバ一シ一 卜との間でブロッキングを生 じやすい。 このた

め、 カバ一シ一 卜は、所定の表面粗 さを有することが好ま しく、具体的には

、 J I S B 0 6 0 の算術平均粗 さ R a が 5 0 n m以上のものが好適で

ある。

[0071 ] また、 カバ一シ一 卜は、所定の強度 を有 しつつ、 クッシ ョン性 を備えたも

のであることが好ま しい。 このため、上記例示 したプラスチ ックシー トをべ

—スと した発泡 プラスチ ックフィル厶が好適である。

なお、発泡 プラスチ ックフイルムは、不透明であるため積層体の透明性が



高い場合に区別 しゃすい点、プロッキング防止性に優れる点、及び軽量であ

るためハン ドリング性にも優れる点でも好適である。

[0072] 本発明では、カバ一シ一 卜がロール状物の表面を覆うように構成されてい

ればよいが、輸送中に当該状態が崩れないように、カバ一シ一 卜とロール状

物とを、テープや接着剤を用いて部分的に貼 り合わせることが好ましい。ま

た、カバ一シ一 卜が口一ル状物の表面の全部を覆う状態の場合、カバ一シ一

卜の長さ方向の両端部をテープや接着剤で固定することが好ましい。

[0073] 本発明においては、カバ一シ一 卜と耐候性フイルムとが以下の （a ' ) 及

び/ 又は （b ' ) の条件を満たすことが好ましい。

( a ' ) [ カバ一シ一 卜の橈み長さ] / [ 耐候性フイルムの橈み長さ] が 2

以下

( b ' ) [ カバ一シー トの耐荷重凹み] [耐候性フイルムの耐荷重凹み]

が 2 以下

上記 （a ' ) 又は （b ' ) の条件を満たすことにより、突出部の折れ曲が

りやシヮを防止 しやすくでき、上記 （a ' ) 及び （b ' ) の条件を満たすこ

とにより突出部の折れ曲がりやシヮをさらに防止 しやすくできる。

[0074] また、 （a ' ) [ カバ一シー トの橈み長さ] / [ 耐候性フイルムの橈み長

さ] は 1以下であることが好ましく、 0 . 1 ~ 0 . 6 であることがより好ま

しい。また、 （b ' ) [ カバ一シ一 卜の耐荷重凹み] / [ 耐候性フイルムの

耐荷重凹み] は 1以下であることがより好ましく、 0 . 5 以下であることが

さらに好ましく、 0 . 0 1 ~ 0 . 2 であることがよりさらに好ましい。

[0075] < 保護シー トの製造方法>

本発明の保護シ一 卜の製造方法は、以下の （1 ) ~ ( 4 ) の工程を有する

ものである。

( 1 ) フイルム B の一方の面に接着剤層 1 を有 し、他方の面に接着剤層 2 を

有する積層体X を作製する工程

( 2 ) 積層体X の幅方向の両端をスリットし、積層体X ' とする工程

( 3 ) 接着剤層 1上に、積層体X ' の幅W x.よりも広い幅WAを有する耐候性フ



イルムA を、耐候性フイルムA の両端が接着剤層 1 の両端から突出するよう

にして貼 り合わせる工程

( 4 ) 接着剤層 2 上に、積層体X ' の幅W x,よりも広 く、耐候性フイルムA の

幅WAよりも狭い幅W cを有するフィル厶C を、フィル厶C の両端が接着剤層 2

の両端から突出するようにして貼 り合わせる工程

[0076] < 工程 （1 ) >

工程 （1 ) では、図 5 に示すように、フイルム B ( 3 ) の一方の面に接着

剤層 1 ( 2 1 ) を有 し、他方の面に接着剤層 2 ( 2 2 ) を有する積層体X を

作製する。なお、工程 （2 ) でのスリット作業性や、ハン ドリング性を向上

させるために、接着剤層上には図示 しない離型シ一 卜を有することが好まし

い。

[0077] 積層体X は、フイルム B ( 3 ) 上に、接着剤層組成物を塗布、乾燥 して接

着剤層を形成することにより作製することができる。なお、接着剤層組成物

が電離放射線硬化性である場合、乾燥後に電離放射線を照射することが好ま

しい。

また、接着剤層は、別の基材上に形成 した接着剤層を、フイルム B に転写

することにより形成することもできる。

[0078] また、積層体X が離型シ一 卜を有する場合、積層体X は、フイルム B ( 3

) 上に接着剤層を形成 した後に離型シ一 卜を貼 り合わせることによつても作

製することができるが、図 6 に示すように、以下の （1 — 1 ) ~ ( 1 —3 )

の工程により作製することが好ましい。以下の手法によれば、フイルム B が

耐熱性に劣る材料である場合、離型シー トとして耐熱性に優れる材料を用い

ることにより、フィル厶 B上に接着剤層を有する積層体X を容易に作製でき

る点で好適である。

( 1 _ 1 ) 離型シ一 卜1 ( 5 1 ) 上に接着剤層 1組成物を塗布、乾燥 して接

着剤層 1 ( 2 1 ) を形成する工程

( 1 - 2 ) 離型シ一 卜2 ( 5 2 ) 上に接着剤層 2 組成物を塗布、乾燥 して接

着剤層 2 ( 2 2 ) を形成する工程



( 1 - 3 ) フイルム B ( 3 ) に、接着剤層 1 ( 2 1 ) 及び接着剤層 2 ( 2 2

) を貼 り合わせ、積層体 X とする工程

[0079] 接着剤層組成物 をフ イル ム B 又は離型シー 卜上に塗布、乾燥 して接着剤層

を形成する場合、 フイルム B 又は離型シ一 卜の搬送速度は、 5 ~ 1 5 m / 分

とすることが好ま しい。 5 m / 分以上 とすることにより生産効率 を上げるこ

とができ、 1 5 m / 分以下 とすることにより、乾燥不足により溶剤が残存す

ることによる発泡を防止することができる。

[0080] < 工程 （2 ) >

工程 （2 ) では、積層体 X の幅方向の両端 をス リッ トし、積層体 X ' とす

る。

図 5 に示すように、工程 （1 ) が完了 した段階では、 フ イル ム B ( 3 ) 及

び離型シ一 卜の幅よりも、接着剤層 （2 1 、 2 ) の幅が狭 くなつてお り、

積層体 X の側面に段差が生 じている。 これは、基材幅に接着剤層の幅を一致

させるように して接着剤層組成物 を塗布 しょうとすると、接着剤層組成物が

基材の裏側 に回 りこみ、製造不良となって しまうため、製造の都合上やむを

えないことである。

そ して、積層体の側面に段差 を有 したまま耐候性 フイルム （1 ) や フィル

厶 C ( 4 ) を貼 り合わせると、図 7 のように、突出部 を有する積層体の側面

に狭い凹部が形成 されて しまう。そ して、該積層体を封止材を用いて真空ラ

ミネ一 卜する際、 この狭い凹部 に空気が残存 しやす く、発泡の原因とな りや

すい。

—方、本発明のように工程 （2 ) のス リッ ト工程 を経ることにより、図 5

に示すように、積層体 X ' の側面は段差がな くな り、耐候性 フイル ム （1 )

や フイルム C ( 4 ) を貼 り合わせても突出部 を有する積層体の側面に狭い凹

部が形成 されることを防止でき、封止材を用いた真空ラミネ一 卜時の発泡を

防止することができる。

[0081 ] ス リッ トの位置は、積層体 X を構成する材料の全て （フイルム B 、接着剤

層、離型シ一 卜）をス リッ トできる位置 とすることが好ま しい。



スリツ卜の方式は特に制限されることなく、公知のスリツタ一を用いて行

うことができる。

[0082] 積層体X が離型シ一 卜を有する場合、工程 （2 ) の後であって工程 （3 )

の前に離型シ一 卜1 を剥離 し、工程 （2 ) の後であって工程 （4 ) の前に離

型シ一 卜2 を剥離する工程を経ることが好ましい。

[0083] < 工程 （3 ) 及び工程 （4 ) >

工程 （3 ) では、接着剤層 1上に、積層体X ' の幅W x.よりも広い幅WAを有

する耐候性フィル厶 A を、耐候性フィル厶 A の両端が接着剤層 1 の両端から

突出するようにして貼 り合わせる。

また、工程 （4 ) では、接着剤層 2 上に、積層体X ' の幅W x.よりも広 く、

耐候性フィル厶の幅WAよりも狭い幅W cを有するフイルムC を、フィル厶C の

両端が接着剤層 2 の両端から突出するようにして貼 り合わせる。

工程 （3 ) 及び （4 ) を経て得 られた積層体は、図 5 に示すように、耐候

性フイルム （1 ) は幅方向において接着剤層 （2 1、 2 ) 及びフイルム B

( 3 ) の両端から突出しており、突出部 1 1 を有する積層体となっている。

工程 （3 ) 及び （4 ) は、いずれの工程が先であっても構わない。

[0084] 積層体X ' と、耐候性フイルム及びフイルムC とは、公知のラミネー ト装

置等を用いて貼 り合わせることができる。なお、貼 り合わせの際、耐候性フ

イルム及びフイルム C の幅を、積層体X ' の幅に対 して左右均等に長 くする

ために、 E P C (エッジポジションコン トロール）装置を用いて、積層体X

' と耐候性フィル厶及びフィル厶C との幅の位置調整を行うことが好ましい

[0085] 工程 （3 ) 及び （4 ) では、積層体X ' 及び耐候性フイルムの搬送速度を

2 0 ~ 3 O m/ 分とすることが好ましい。 2 O m/ 分以上とすることにより

生産効率を上げることができ、 3 O m/ 分以下とすることにより、 E P C装

置による幅調整を行いやすくできる。

[0086] (太陽電池保護シー 卜）

本発明の保護シ一 卜の好ましい態様である太陽電池用保護シ一 卜は、少な



くとも、前記耐候性フィル厶、前記接着剤層 1、前記フイルム B と しての防

湿フイルム、前記接着剤層 2 及び前記フイルム C としての保護フイルムをこ

の順に有するものが好ましく、フロン トシ一 卜に用いる場合、耐候性フィル

厶を曝露側に有するものであることが好ましい。

本発明の太陽電池用保護シー トには、本発明の主旨を逸脱 しない範囲で、

諸物性 （柔軟性、耐熱性、透明性、接着性等）や成形加工性あるいは経済性

等をさらに向上させる目的で、その他の層を積層させてもよい。

本発明の太陽電池用保護シ一 卜において積層 しうるその他の層としては、

通常、太陽電池用保護シー トに使用 しうるいかなる層も使用可能であるが、

例えば封止材、集光材、導電材、伝熱材、水分吸着材等の層が挙げられる。

これらのその他の層には、必要に応 じて、種々の添加剤を添加することが

できる。該添加剤としては、例えば、帯電防止剤、紫外線吸収剤、可塑剤、

滑剤、フイラ一、着色剤、耐候安定剤、ブロッキング防止剤、酸化防止剤等

が挙げられるが、これらに限られない。

[0087] 太陽電池用保護シー トの厚みは、特に限定されるものではないが、通常、

9 0 5 0 0 m程度であり、好ましくは 1 0 0 ~ 4 0 0 mであり、より

好ましくは 1 5 0 ~ 3 5 0 mであり、さらに好ましくは 2 0 0 ~ 3 0 0 从

mであり、シ一 卜状で用いられる。

[0088] 本発明の太陽電池用保護シー トは、前述の通り、例えば、フイルム B とし

て基材に無機層を有する水蒸気透過率 0 . 1 g / m2/ d a y 未満の防湿フィ

ル厶を用いることにより、初期防湿性が、水蒸気透過率で好ましくは0 . 1 g

m 2 d a y 以下であり、より好ましくは0 . 0 5 g m 2 d a y 未満、さ

らに好ましくは0 . 0 1 g / m2/ d a y 未満であるものとすることができる

本発明の太陽電池用保護シー トは、初期防湿性に優れ、且つ、高温高湿環

境下での保存においても防湿性ゃデラミネ一シヨン防止にも優れる。

なお、本発明における各防湿性は J I S Z 0 2 2 2 「防湿包装容器の透湿

度試験方法」、 J I S Z 0 2 0 8 「防湿包装材量の透湿度試験方法 （カップ



法）」の諸条件に準 じ評価することができる。

[0089] < 太陽電池モジュール、太陽電池>

本発明の保護シ一 卜は、そのまま、あるいはさらにガラス板等と貼り合わ

せて太陽電池用表面保護シ一 卜として用いることができる。

太陽電池用保護シ一 卜をフロントシ一 卜、バックシ一 卜等の表面保護シ一

卜の層構成に使用 し、太陽電池素子を固定することにより太陽電池モジュ一

ルを製作することができる。

[0090] このような太陽電池モジュールとしては、種々のタイプのものを例示する

ことができ、好ましくは、本発明の太陽電池用保護シ一 卜をフロントシ一 卜

として使用 した場合、封止材と、太陽電池素子と、バックシ一 卜とを用いて

作製された太陽電池モジュールが挙げられる。具体的には、フロン トシ一 卜

(本発明の太陽電池用保護シー ト） 封止材 （封止樹脂層） 太陽電池素子

/ 封止材 （封止樹脂層）/ バックシ一 卜の構成のもの ；バックシ一 卜の内周

面上に形成させた太陽電池素子上に封止材とフロントシ一 卜 （本発明の太陽

電池用保護シ一 卜）を形成させるような構成のもの ；フロン トシ一 卜 （本発

明の太陽電池用保護シー ト）の内周面上に形成させた太陽電池素子、例えば

フッ素樹脂系透明保護シ一 卜上にアモルファス太陽電池素子をスパッタリン

グ等で作製 したものの上に封止材とバックシ一 卜を形成させるような構成の

もの等を挙げることができる。

[0091 ] 太陽電池素子としては、例えば、単結晶シ リコン型、多結晶シ リコン型、

アモル ファスシ リコン型、ガ リウム—砒素、銅—インジウム—セ レン、銅—

インジウム一一ガリウム一セレン、カ ドミウム—テルル等の I I I — V 族や

- V I 族化合物半導体型、色素増感型、有機薄膜型等が挙げられる。

本発明の太陽電池保護シー トは、特に、電子デバイスの中でも、化合物系

発電素子太陽電池モジュールやアモルファスシリコン系等のフレキシブル太

陽電池モジュール用の太陽電池用保護シ一 卜として好適に用いられる。

本発明における太陽電池用保護シー トを用いて、太陽電池モジュールを形

成する場合、前記太陽電池発電素子の種類により防湿性が、水蒸気透過率で



0 . g / m2/ d a y未満程度の低防湿フイルムから0 . 0 1 g m2 d a

y未満程度の高防湿フイルムまで素子のタイプに応 じて適宜選択 し、適当な

引張貯蔵弾性率と厚みを有する接着剤を使用 し積層 して形成する。

[0092] 本発明の太陽電池用保護シー トを用いて作製された太陽電池モジュールを

構成する他の各部材については、特に限定されるものではない。また、フロ

ン トシ一 卜とバックシ一 卜の両方に本発明の太陽電池用保護シ一 卜を使用 し

てもよいが、一方に金属やガラス等の無機材料からなるシ一 卜や各種熱可塑

性樹脂フイルム等の単層もしくは多層のシ一 卜を用いてもよい。該金属とし

ては例えば、錫、アルミ、ステ ンレス等が挙げられ、熱可塑性樹脂フイルム

としては、ポリエステル、フッ素含有樹脂、ポリオレフイン等の単層もしく

は多層のシ一 卜を挙げることができる。フロン トシ一 卜及び/ 又はバックシ

- 卜の表面には、封止材ゃ他の部材との接着性を向上させるためにプライマ

—処理やコ口ナ処理等公知の表面処理を施すことができる。

[0093] 本発明の太陽電池用保護シー トを用いて作製された太陽電池モジュールを

前述 したフロン トシー ト （本発明の太陽電池用保護シー ト） 封止材 太陽

電池素子/ 封止材/ バックシ一 卜のような構成のものを例として説明する。

太陽光受光側から順に、本発明の太陽電池用保護シー ト、封止材、太陽電池

素子、封止材、バックシ一 卜が積層されてなり、さらに、バックシ一 卜の下

面にジャンクシ ョンボックス （太陽電池素子から発電 した電気を外部へ取り

出すための配線を接続する端子ボックス）が接着されてなる。太陽電池素子

は、発電電流を外部へ電導するために配線により連結されている。配線は、

ノくッ クシ一 卜に設けられた貫通孔を通 じて外部へ取り出され、ジャンクショ

ンボックスに接続されている。

[0094] 太陽電池モジュールの製造方法としては、公知の製造方法が適用でき、特

に限定されるものではないが、一般的には、本発明の太陽電池用保護シー ト

、封止材、太陽電池素子、封止材、バ ックシ一 卜の順に積層する工程と、そ

れらを真空吸引 し加熱圧着する工程を有する。前記真空吸引 し加熱圧着する

工程は、例えば、真空ラミネ一ターで、温度が好ましくは 1 3 0 ~ 1 8 0 °C



、 よ り好 ま しくは 1 3 0 ~ 1 5 0 °C、脱気時間が 2 ~ 1 5 分、 プ レス圧力が

0 . 0 5 0 . 1 M P a 、 プ レス時間が好 ま しくは 8 ~ 4 5 分、 よ り好 ま し

くは 1 0 ~ 4 0 分で加熱加圧圧着することよ りなる。

また、バ ッチ式の製造設備や ロール ッ一 ロール式の製造設備等 も適用

することがで きる。

[0095] 本発明の太陽電池用保護 シー トを用いて作製 された太陽電池モジュールは

、適用される太陽電池のタイプとモジュール形状 によ らず、 モパイル機器 に

代表 される小型太陽電池、屋根や屋上 に設置 される大型太陽電池等屋内、屋

外 に関わ らず各種用途 に適用することがで きる。

また本発明の保護 シー トは上記太陽電池の他、液晶表示素子、電磁波シ一

ル ド、 タツチパネル、有機デバイス、 カラ一フィル タ一及び真空断熱材等の

工業部材 と しての用途 にも展開で きる。

実施例

[0096] 以下に、本発明を実施例 によ りさ らに具体的に説明するが、 これ らの実施

例及び比較例 によ り本発明は制限を受けるものではない。なお、種 々の物性

の測定および評価 は次のように して行 つた。

[0097] < 物性測定>

( ) フ イル ム C の 引張弾性率

J I S K 6 7 3 4 : 2 0 0 0 に基づ き、平行部幅 1 0 m m、長 さ 4 0 m m

の引張試験 ダンベル に成形 し、 J I S K 7 6 ： 9 9 4 に準拠 して引張

試験 を行い、応力 _ 歪み曲線の直線部の傾 きか ら求め られた値 を引張弾性率

と した。

[0098] ( 2 ) 接着剤層の引張貯蔵弾性率

シ リコー ン離型 P E T フ イル ム上 に粘着剤 を、 1 O g / m 2となるよう塗布

し、 4 0 °C で 4 日間養生 し、 さ らにその後 1 5 0 °C、 3 0 分保持 し接着剤層

(粘着剤層）を形成 した。 その後 当該接着剤層のみを取 り出 し、厚みが 2 0

0 m になるように所定の枚数 を重ね、試料 （縦 4 m m、横 6 0 m m、厚み

2 0 O m ) を調製 し、得 られた試料 について、 アイテ ィ計測 （株）製の粘



弾性測定装置、商品名 「粘弾性スぺク 卜ロメ一タ一D V A _ 2 0 0 」を用い

て、振動周波数 1 O H z 、歪 0 . 1 %、昇温速度 3 °C / 分、チャック間 2 5

m mで横方向について、 _ 1 0 0 °Cから 1 8 0 °C までサンプルに印加される

歪に対する応力を測定 し、得 られたデータから 1 0 0 °C、周波数 1 O H z 、

歪 0 . 1 % における引張貯蔵弾性率 （M P a ) を求めた。

[0099] ( 3 ) カール評価

保護シ一 卜を、 1 5 0 °C に保持 したオープン内に平置きし、 5 分間静置さ

せた。その後、保護シ一 卜の四隅の高さをマイクロノギスによって測定 し、

四隅の測定値の平均値を力一ル値とした。標線は保護シ一 卜を耐候性フィル

厶が上向きになるように水平の台の上に置いた時、台と保護シ一 卜が接する

面とした。

カール値測定の結果をもとにカール抑制効果を下記の基準で判断 した。

〇 ：カール値が 5 ~ 2 O m m

△ ：カール値が 2 0 m mより大きく3 0 m m以下

X ：カール値が 3 0 m m より大きい

[01 00] ( 4 ) 真空ラミネ一シヨン後の外観

ガラス、封止材、各保護シー トの順に、耐候性フイルムの端面に各端面が

揃うように積層 し、また耐候性フィル厶が外側に向くようにセットし、 1 5

0 °C X 5 分の条件で真空ラミネ一シヨンを行い、外観状態を観察 し、下記

基準で評価 した。

◎ ：フィル厶C と耐候性フィル厶の間に封止材が回り込んでおり、かつ、

耐候性フイルムの突出部分のシヮもない

〇 ：フイルムC と耐候性フィル厶の間に封止材が回り込んでいるが、耐候

性フイルムの突出部分のシヮが確認できる

△ ：フイルムC と耐候性フイルムの間に封止材が回り込んでいない

X ：封止材と耐候性フィル厶がデラミネ一ション

[01 0 1 ] < 構成フイルム>

(耐候性フイルム）



A - ：フッ素系樹脂 フイルム

テ トラ フル 才 ロエ チ レン エ チ レン共重合体 （E T F E ) フ イル ム （旭硝

子 （株）製、商品名 ：ァフ レックス 5 0 M W 1 2 5 0 D C S 、厚み 5 0 从

m、 5 0 °C で の熱収縮率 ：3 . 0 % )

A - ：P E T フ ィル 厶

二軸延伸ポ リエステル フイルム （三菱樹脂社製、商品名 ：T 1 0 0 、厚み

5 0 m 1 5 0 °C で の熱収縮率 ：1 . 0 % )

[01 02] ( フ イル ム C )

C - ：二軸延伸ポ リエステル フイルム （三菱樹脂社製、商品名 ：T 1 0 0

、厚み 5 0 Ί、 1 5 0 °C での熱収縮率 ：0 . 3 % ) に 1 7 0 °C で ヒ一 トセ

ッ 卜加工処理 したもの

C - 2 ：二軸延伸ポ リエステル フイルム （三菱樹脂社製、商品名 ：T 1 0 0

、厚み 7 5 m、 1 5 0 °C での熱収縮率 ：0 . 3 % ) に 1 7 0 °C で ヒ一 トセ

ッ 卜加工処理 したもの

C - 3 ：二軸延伸 ポ リエ ステ ル フ イル ム （三菱樹脂社製、商品名 ：T 1 0 0

、厚み 1 2 5 m、 1 5 0 °C での熱収縮率 ：0 . 3 % ) に 1 7 0 °C で ヒ一 卜

セ ッ 卜加工処理 したもの

C - 4 ：ァイソタクチ ックポ リプロピレン樹脂

ァイソタクチ ックポ リプロピレン樹脂 に、 白色化剤 と して酸化チタン （8

質量％ ) と紫外線吸収剤 と して超微粒子酸化チタン （粒子径 ：0 . 0 1 ~ 0 .

0 6 m 3 質量％ ) とを添加 し、 その他、所用の添加剤 を添加 し、充分 に

混練 してポ リプロピレン樹脂組成物 を調製 し、次いで、該ポ リプロピレン樹

脂組成物 を押 出機 で押 し出 して、厚み 1 2 5 m の無延伸ポ リプロピレン樹

脂 フ イル ム を製造 した。

[01 03] (粘着剤）

温度計、撹拌機、還流冷却管、窒素 ガ ス導入管 を備 えた反応装置 を用い、

アク リル酸 プチル 9 0 質量部、 アク リル酸 1 0 質量部、酢酸ェチル 7 5 質量

部、 トルエ ン 7 5 質量部の混合溶液 に、 ァゾビスィソプチ ロニ トリル 0 . 3



質量部 を加え、窒素 ガス雰囲気下、 8 0 °C で 8 時間重合 した。反応終 了後、

トルエ ンにて固形分 3 0 質量％に調製 し、質量平均分子量 5 0 万である樹脂

を得た。得 られた樹脂 1 0 0 質量部 に対 して、 イソシアナ一 卜系架橋剤 と し

てコロネ一 卜L (商 品名 ：日本ポ リウ レタン工業社製、固形分 7 5 質量％ )

1 質量部 を添加 して、粘着剤 を調製 した。

[01 04] ( フ イル ム B )

B - ：

基材 と して、厚 さ 1 2 m の二軸延伸ポ リエチ レンナフタ レ一 卜フイルム

(帝人デ ュポ ン製、 「Q 5 1 C 1 2 」） を用い、 そのコロナ処理面 に、下記

のコ一 卜液 を塗布乾燥 して厚 さ 0 . 1 m のアンカ一 コ一 卜層 を形成 した。

次いで、真空蒸着装置 を使用 して 1 . 3 3 X 1 0 -3 P a ( X 0 -5T o r

r ) の真空下で S i 0 を加熱蒸発 させ、 アンカ一 コ一 卜層上 に厚 さ 5 0 n m

の S i O x ( x = . 5 ) 薄膜 を有する防湿 フ イル ム を得た。作製 した防湿

フ イル ム （B — 1 ) の水蒸気透過率 は 0 . 0 1 g / m 2/ d a y であ った。

B - 2 ：二軸延伸 ポ リエ ステ ル フ イル ム （三菱樹脂社製、商品名 ：T 1 0 0

、厚み 5 0 Ί、 1 5 0 °C での熱収縮率 ：0 . 3 % ) に 1 7 0 °C で ヒ一 トセ

ッ 卜加工処理 したもの

[01 05] コ— 卜液

日本合成 （株）製 「ゴ一セ ノール 」 （ケ ン化度 ：9 7 . 0 9 8 . 8 m o I

。/ 。、重合度 ：2 4 0 0 ) のポ リビニル アル コール樹脂 2 2 0 g をイオ ン交換

水 2 8 1 0 g に加 え加温溶解 した水溶液 に、 2 0 °C で攪拌 しなが ら3 5 m o

I % の塩酸 6 4 5 g を加 えた。次いで、 1 0 °C で プチル アルデ ヒ ド3 . 6 g を

攪拌 しなが ら添加 し、 5 分後 に、 ァセ 卜アルデ ヒ ド1 4 3 g を攪拌 しなが ら

滴下 し、樹脂微粒子を析 出させた。次いで、 6 0 °C で 2 時間保持 した後、液

を冷却 し、炭酸水素ナ 卜リゥ厶で中和 し、水洗、乾燥 し、ポ リビニル ァセ 卜

ァセタール樹脂粉末 （ァセタール化度 7 5 m o I % ) を得 た。

また、架橋剤 と してイソシァネ一 卜樹脂 （住友バイエル ウ レタン （株）製

「スミジュール N _ 3 2 0 0 」） を用い、水酸基 に対するイソシァネ一 卜基



の当量比が 1 ：2 になるように混合 した。

[01 06] (封止材）

D - ：プ リデス トン社製、 E V A S K Y S (厚 み 5 0 0 Ί 、融点 6

9 . 6 °C )

[01 07] ( ガラス）

A G C フアプ リテ ック社製太陽電池専用カバ一ガラス T C B O 9 3 3 1

( 3 . 2 m m厚）を使用 し、実施例、比較例 それぞれで使用する耐候性 フィ

ル厶 と同 じサイズのガラスに切削加工 し使用 した。

[01 08] 実施例 1

厚み 3 8 mのシ リコー ン離型 P E T フ イル ム （中本パ ックス社製、 N S

_ 3 8 + A 、融点 2 6 2 °C、幅 3 2 8 m m ) に粘着剤 を厚みが 1 O m とな

るよう塗布 し、乾燥 して粘着剤層 （接着剤層 1 ) を形成 し、 その粘着面 に厚

み 1 2 mの フ ィル 厶 B - 1 ( 防湿 フ ィル 厶、 幅 ：3 2 8 m m ) の S i O x面

を貼 り合せた。 そのシ リコー ン離型 P E T フイルム付 き防湿 フイルムの S i

O x背面側 に粘着剤 を厚みが 1 0 m となるように塗布 し、乾燥 して粘着剤層

(接着剤層 2 ) を形成 させ、 その粘着面 に厚み 1 2 5 mの熱収縮率低減 P

巳丁フ ィル 厶 〇 _ 3 (幅 ：3 3 0 m m ) を貼合 した。

次 に、 フイルム B — 1 の S ί O x面側のシ リコー ン離型 P E T フイルムを剥

離 し、厚み 5 O mの耐候性 フ イル ム A _ 1 (幅 ：3 8 0 m m、熱収縮率 ：

3 . 0 % ) を貼 り合わせた。 その後、 4 0 °Cで 4 日間養生を行い、厚み 2 0

7 の保護 シ一 卜E _ 1 を作製 した。なお、耐候性 フイルム A _ 1、 フィ

ル 厶 B _ 1、接着剤層 1及び接着剤層 2 の長 さは略同一である。

作製 した保護 シ一 卜E — 1 を 1 5 0 °C に保持 したオープン内に平置 き し、

5 分間静置 させ、 カール値 を測定 した。 さ らに、 ガラス、封止材、保護 シ一

卜E _ 1 (耐候性 フィル厶が曝露側）の順 になるように積層 し、 1 5 0 °C X

1 5 分の条件で真空 ラミネ一 卜を行い外観状態 を評価 した。各層の構成及び

幅、厚みの関係 を表 1 に示 し、結果 を表 2 に示す。

[01 09] 実施例 2



フイルム B _ 1 の幅 を 3 2 6 m m に変更 した以外は、実施例 1 と同様 に厚

み 2 0 7 m の保護 シ一 卜E — 2 を作製 した。各層の構成及び幅、厚みの関

係 を表 1 に示 し、実施例 1 と同様の評価 を行 った結果 を表 2 に示す。

[01 10] 実施例 3

フイルム B — 1 の幅 を 3 2 O m m に変更 した以外は、実施例 1 と同様 に厚

み 2 0 7 m の保護 シ一 卜E — 3 を作製 した。各層の構成及び幅、厚みの関

係 を表 1 に示 し、実施例 1 と同様の評価 を行 った結果 を表 2 に示す。

[01 11] 実施例 4

フイルム B — 1 の幅 を 3 O m m に変更 した以外は、実施例 1 と同様 に厚

み 2 0 7 m の保護 シ一 卜E — 4 を作製 した。各層の構成及び幅、厚みの関

係 を表 1 に示 し、実施例 1 と同様の評価 を行 った結果 を表 2 に示す。

[01 12] 実施例 5

フイルム B — 1 の幅 を 2 9 6 m m に変更 した以外は、実施例 1 と同様 に厚

み 2 0 7 m の保護 シ一 卜E — 5 を作製 した。各層の構成及び幅、厚みの関

係 を表 1 に示 し、実施例 1 と同様の評価 を行 った結果 を表 2 に示す。

[01 13] 実施例 6

フイルム B — 1 の幅 を 7 O m m に変更 し、熱収縮率低減 P E T フイルム C

_ 3 の幅 を 9 O m m に変更 し、耐候性 フイルム A _ 1 の幅 を 1 0 O m m に変

更 した以外は、実施例 1 と同様 に厚み 2 0 7 m の保護 シ一 卜E _ 6 を作製

した。各層の構成及び幅、厚みの関係 を表 1 に示 し、実施例 1 と同様の評価

を行 った結果 を表 2 に示す。

[01 14] 実施例 7

フイルム B _ 1 の幅 を 3 4 6 m m に変更 し、熱収縮率低減 P E T フイルム

C — 3 の幅 を 3 5 O m m と変更 した以外は、実施例 1 と同様 に厚み 2 0 7

m の保護 シ一 卜E _ 7 を作製 した。各層の構成及び幅、厚みの関係 を表 1 に

示 し、実施例 1 と同様の評価 を行 った結果 を表 2 に示す。

[01 15] 実施例 8

熱収縮率低減 P E T フイルム C — 3 の幅 を 3 0 0 m m に変更 した以外は、



実施例 5 と同様 に厚み 2 0 7 m の保護 シ一 卜E _ 8 を作製 した。各層の構

成及び幅、厚みの関係 を表 1 に示 し、実施例 1 と同様の評価 を行 った結果 を

表 2 に示す。

[01 16] 実施例 9

耐候性 フ イル ム A — 1 を、 ？ 巳丁フ ィル 厶 六 _ 2 (幅 ：3 8 0 m m、熱収

縮率 ：1 . 5 % ) に変更 した以外は、実施例 2 と同様 に厚み 2 0 7 m の保

護 シ一 卜E — 9 を作製 した。各層の構成及び幅、厚みの関係 を表 1 に示 し、

実施例 1 と同様の評価 を行 った結果 を表 2 に示す。

[01 17] 実施例 1 0

熱収縮率低減 P E T フ イル ム C — 3 を、厚 み 7 5 m の 二軸延伸ポ リエ ス

テル フイルム C — 2 に変更 した以外は、実施例 2 と同様 に厚み 1 5 7 m の

保護 シ一 卜E — 1 0 を作製 した。各層の構成及び幅、厚みの関係 を表 1 に示

し、実施例 1 と同様の評価 を行 った結果 を表 2 に示す。

[01 18] 実施例 1

熱収縮率低減 P E T フイルム C _ 3 を、 ァイソタクチ ックポ リプロピレン

樹脂 C — 4 (幅 ：3 3 0 m m、弾性率 ：1 . 5 G P a ) に変更 した以外は、

実施例 2 と同様 に厚み 2 0 7 m の保護 シ一 卜E — 1 1 を作製 した。各層の

構成及び幅、厚みの関係 を表 1 に示 し、実施例 1 と同様の評価 を行 った結果

な 表 に小 す。

[01 19] 実施例 1

フ イル ム B _ 1 を、厚み 5 0 m の熱収縮率低減 P E T フ イル ム B — 2 (

幅 ：3 2 6 m m ) に変更 した以外は、実施例 2 と同様 に厚み 2 4 5 从 m の保

護 シ一 卜E — 1 2 を作製 した。各層の構成及び幅、厚みの関係 を表 1 に示 し

、実施例 1 と同様の評価 を行 った結果 を表 2 に示す。

[01 20] 比較例 1

フイルム B — 1 の幅 を 3 3 O m m に変更 した以外は、実施例 1 と同様 に厚

み 2 0 7 の保護 シ一 卜E — 1 3 を作製 した。各層の構成及び幅、厚みの

関係 を表 1 に示 し、実施例 1 と同様の評価 を行 った結果 を表 2 に示す。



[ 0 12 1 ] 比較例 2

フ イル ム B _ 1 の幅 を 3 7 6 m m に変更 し、 熱収縮率低減 P E T フ イル ム

C — 3 の幅 を 3 8 O m m に変更 した以外は、実施例 1 と同様 に厚み 2 0 Ί µ,

m の保護 シ一 卜Ε _ 1 4 を作製 した。各層の構成及び幅、厚みの関係 を表 1

に示 し、実施例 1 と同様の評価 を行 った結果 を表 2 に示す。

[01 22] 比較例 3

熱収縮率低減 P E T フ イル ム C — 3 を、厚み 5 0 m の二軸延伸ポ リエス

テル フイルム C — 1 に変更 した以外は、実施例 2 と同様 に厚み 1 3 2 m の

保護 シ一 卜E — 1 5 を作製 した。各層の構成及び幅、厚みの関係 を表 1 に示

し、実施例 1 と同様の評価 を行 った結果 を表 2 に示す。

[ 0 123]



〔

表



[ 表 2]

表 2

[01 25] 表 1 の結果か ら明 らかなように、本発明の範囲内にある実施例 1 ~ 1 2 は

いずれもカールの発生防止及び真空 ラミネ一シ ョン後の外観 に優れたもの と

な り、保護 シー トを構成する各層の幅が本発明の規定の範囲内にない比較例

1 ~ 3 は力一ル防止性能あるいは真空 ラミネ一シ ヨン後の外観 に劣 るもので

あ った。

[01 26] 実施例 1 3

実施例 1 で作製 した保護 シ一 卜E _ 1 の フイルム C _ 3 側 の面 に、粘着剤

を厚み 5 m となるように塗布 し、乾燥 して粘着剤層 （接着剤層）を形成 し

た。形成 した層の粘着面 に、幅 3 5 0 m m の封止材 D — 1 を積層 し、 4 0 °C

で 4 日間養生 し、厚み 7 0 0 m の封止材一体型保護 シ一 卜F — 1 を作製 し

た。

得 られた封止材一体型保護 シ一 卜F _ 1 は、保護 シ一 卜E _ 1 と封止材層

との間の接着性が良好であ った。 また、封止材一体型保護 シ一 卜F — 1 につ

いて、真空 ラミネ一シ ヨン後の外観 を評価 した ところ、実施例 1 よ りも作業



性 に優れなが ら、実施例 1 と同様の評価が得 られた。

[ 0 127] ( カバ一シ一 卜K — 1 ~ K _ 4 )

カバ一シ一 卜と して、以下のものを準備 した。

Κ - ：発泡ポ リェ チ レンシ 一 卜 （ポ一 レン化学産業社製、ポ一 レンシ 一

卜、厚み 7 0 〇 m 、幅 4 8 0 m m )

K - 2 ：ポ リプロピレンフイルム （コクゴ社製、ポ リプロピレンシ一 卜 （

商品コ一 ド ：0 7 — 1 7 5 - 0 2 ) 、厚み 5 0 0 m 、幅 4 8 0 m m )

K - 3 ：透明ポ リエステル フイルム （三菱樹脂社製、 ダイヤホイル Τ 1

0 0 、厚み 3 8 〇 m 、幅 4 8 0 m m )

K - 4 ：ポ リエチ レンフイルム （T G K 社製、商品コ一 ド ：1 2 5 — 1 8

- 1 8 - 0 1 厚み 3 0 幅 2 5 0 m m )

[ 0 128] ( 5 ) 橈み長 さ

図 3 に示すように、 カバ一シ一 卜及び耐候性 フイルム A — 1 を、幅 2 0 m

m 、長 さ 1 2 0 m m の短冊状 にカツ 卜し、 カバ一シ一 卜及び耐候性 フィル厶

A — 1 の測定サ ンプル S を作製 した。次いで、サ ンプル S を高さ 1 0 0 m m

以上の台 7 に、サ ンプル S の うち幅 2 O m m X 長 さ 1 0 O m m の部分が台

か ら突出するように して設置 し、サ ンプル S の台上の部分 に底面が 2 O m m

X 2 O m m で高さ 1 O m m の鉄板 を載せ、 その上 に重量 5 k g の重 り 7 2 を

乗せた。サ ンプル S の台か ら突出する部分の端部が、台 7 1 か ら垂れ下がる

長 さ 「x 」 （単位 ：m m ) を測定 し、 この値 を橈み長 さと した。

なお、測定はサ ンプル を固定 して 5 分経過後 に行い、測定時の温度条件は

2 3 °C と した。結果 を表 3 に示す。

[ 0 129] ( 6 ) 耐荷重凹み

図 4 に示すように、 カバ一シ一 卜及び耐候性 フイルム A — 1 を、 1 0 0 m

m 四方 にカツ 卜し、 カバ一シ一 卜及び耐候性 フイルム A _ の測定サ ンプル

S を作製 した。次いで、サ ンプル S を厚 さ 2 0 m m のガラス板 8 1 上 に設置

し、サ ンプルの中央部 に直径 5 m m で重 さ 0 . 5 g の鋼球 8 2 を載せ、 さ ら

に鋼球 8 2 上か ら 2 k g の荷重 をかけた。 2 3 °C で 2 4 時間経過後のサ ンプ



ル S の凹みの うち、一番深い凹み箇所の深 さ 「d 」 （単位 ： m ) を測定 し

、サ ンプル S の厚み 「t 」 （単位 ： m ) との比 「d / t 」を耐荷重凹み と

した。結果 を表 3 に示す。

[01 30] ( 7 ) 突出部の耐折れ曲が り性

実施例 1 4 ~ 1 6 及び参考例 1 で得 られたカバ一シ一 卜付 き口一ル状物 に

ついて、 カバ一シ一 卜の上か ら、突出箇所 に対応する箇所 に 5 k g の荷重 を

2 4 時間かけ、耐候性 フィル厶の状態 を目視で観察 し、以下の基準で評価 し

た。結果 を表 3 に示す。

(〇） ：耐候性 フイルムのフイルム B よ りも突出 している部分が折れ曲が つ

ていないもの

( X ) ：耐候性 フイルムのフイルム B よ りも突出 している部分が折れ曲が つ

ているもの

[01 3 1 ] ( 8 ) カバ一シ一 卜の端部の固定性 （ハ ン ドリング性）

実施例 1 4 ~ 1 6 及び参考例 1 で得 られたカバ一シ一 卜付 きロール状物 を

以下の基準で評価 した。結果 を表 3 に示す。

(〇） ：カバ一シー トのテープでの固定が 3 曰以上維持で きたもの

(△) ：カバ一シ一 卜のテープでの固定が 3 日間維持で きなか ったもの

[01 32] 実施例 1 4

厚み 3 8 mのシ リコー ン離型 P E T フ イル ム （中本パ ックス社製、 N S

_ 3 8 + A 、融点 2 6 2 °C、幅 3 2 8 m m ) に粘着剤 を厚みが 1 O m とな

るよう塗布 し、乾燥 して粘着剤層 （接着剤層 1 ) を形成 し、 その粘着面 に厚

み 1 2 mの フ ィル 厶 B - 1 ( 防湿 フ ィル 厶、 幅 ：3 2 8 m m ) の S i O x面

を貼 り合せた。 そのシ リコー ン離型 P E T フイルム付 き防湿 フイルムの S i

O x背面側 に粘着剤 を厚みが 1 0 m となるように塗布 し、乾燥 して粘着剤層

(接着剤層 2 ) を形成 させ、 その粘着面 に厚み 1 2 5 mの熱収縮率低減 P

巳丁フ ィル 厶 〇 _ 3 (幅 ：3 3 0 m m ) を貼合 した。

次 に、 フイルム B — 1 の S ί O x面側のシ リコー ン離型 P E T フイルムを剥

離 し、厚み 5 O mの耐候性 フ イル ム A _ 1 (幅 ：3 8 0 m m、熱収縮率 ：



3 . 0 % ) を貼 り合わせ、耐候性 フ イル ム A _ 1 / 接着剤層 1 / フ イ ル ム B

- / 接着剤層 2 / フ イ ル ム C — 3 の構成か らなる積層体 を得た。

該積層体 を外径 1 7 2 . 4 m m の芯 に 2 O O m巻 き取 り口一ル状物 を得た

。次いで、 4 0 °C で 4 日間養生 し、 ロール状物の表面全部 をカバ一シ一 卜K

_ 1 で覆 い、端部 をテープ （ダイヤテ ックス社製パイオランテープを幅 5 0

m m X 長 さ 1 0 O m m にカツ 卜したもの） 1 枚 で固定 し、実施例 1 4 のカバ

—シ一 卜付 きロール状物 を得た。

[01 33] 実施例 1 5

カバ一シ一 卜と して K _ 2 を使用 した以外は実施例 1 4 同様 に、実施例 1

5 のカバ一シ一 卜付 きロール状物 を得た。

[01 34] 実施例 1 6

カバ一シ一 卜と して K _ 3 を使用 した以外は実施例 1 4 同様 に、実施例 1

6 のカバ一シ一 卜付 きロール状物 を得た。

[01 35] 参考例

カバ一シ一 卜と して K _ 4 を使用 した以外は実施例 1 4 同様 に、参考例 1

のカバ一シ一 卜付 きロ ー ル 状物 を得た。

[01 36] [ 表 3]

表 3

[01 37] 表 3 に示すように、実施例 1 4 ~ 1 6 のカバ一シ一 卜付 きロール状物 は、

耐折れ曲が り及びハ ン ドリング性 に優れるものであ つた。なお、実施例 1 4

~ 1 6 のカバ一シ一 卜付 き口一ル状物 を構成する積層体 （保護 シ一 卜）につ



いて、実施例 1 と同様 に、真空 ラミネ一シ ヨン後の外観 を評価 した ところ、

実施例 1 と同様の結果が得 られた。

[01 38] ( 1 0 ) 発泡

ガラス、封止材 と、実施例 1 7 、 8 及び比較例 1 の保護 シ一 卜 （E - 1 6

、 E _ 1 7 、 E _ 1 3 ) を、耐候性 フイルムが暴露側 になるように順 に積層

し、真空 ラミネ一タ一 （ェ ヌ ピ一 シ一社製、 L M 3 0 X 3 0 ) を用いて

、温度 1 5 0 °C、脱気時間 5 分、 プ レス圧力 0 . 1 M P a 、 プ レス時間 1 0

分の条件で真空 ラミネ一シ ヨンを行い、状態 を観察 し、下記の基準で評価 し

た。

(〇） ：気泡が全 くない状態

( X ) ：気泡が 1 個以上確認 される状態

[01 39] 実施例 1 7

厚み 3 8 m のシ リコー ン離型 P E T フイルム，（中本パ ックス社製、 N S

_ 3 8 + A 、融点 2 6 2 °C、幅 3 4 O m m ) に粘着剤 を厚みが 2 0 m とな

るよう塗布 し、乾燥 して粘着剤層 （接着剤層 1 ) を形成 し、粘着 シ一 卜1 を

作製 した。一方、厚み 3 8 m のシ リコー ン離型 P E T フイルム2 ( 中本パ ッ

クス社製、 N S _ 3 8 + A 、融点 2 6 2 °C、幅 3 4 0 m m ) に粘着剤 を厚み

が 2 0 m となるよう塗布 し、乾燥 して粘着剤層 （接着剤層 2 ) を形成 し、

粘着 シ一 卜2 を作製 した。

次いで、防湿 フイルム B — 1 (幅 3 4 O m m ) の S i 0 』の面 に粘着 シ一

卜1 を貼 り合わせ、他方の面 に粘着 シ一 卜2 を貼 り合わせ、積層体 X を得た

次いで、積層体 X の幅方向の両端 を 6 m m ずつス リッ トして、積層体 X '

(幅W x. ：3 2 8 m m ) を得 た。

次いで、積層体 X ' の離型シ一 卜を剥離 して、接着剤層 1 に耐候性 フ ィル

厶 A — 1 (幅 3 8 0 m m ) を貼 り合わせ、接着剤層 2 にフイルム C _ 3 (幅

3 3 0 m m ) を貼 り合わせ、 4 0 °C で 4 日間養生 し、耐候性 フ イル ム （A —

1 ) —接着剤層 1 _ 防湿 フ イル ム （B — 1 ) —接着剤層 2 — フ イル ム C — 3



の構成か らなる保護シ一 卜E - 1 6 を得た。

[0140] 実施例 1 8

積層体 X の両端のス リッ ト幅を 1 0 m m に変更 した以外は実施例 1 7 同様

に、実施例 1 8 の保護シ一 卜 （E - 1 7 ) を得た。なお、実施例 1 8 の製造過

程の積層体 X ' の幅W x.は 3 2 0 m mである。

[0141 ] [ 表4]

表 4

[0142] 表 4 に示すように、実施例 1 7 及び 1 8 の保護シ一 卜は、発泡を防止でき

るものであった。なお、実施例 1 7 及び 1 8 の保護シ一 卜について、実施例

と同様 に、真空ラミネ一シ ヨン後の外観 を評価 したところ、実施例 1 と同

様の結果が得 られた。

符号の説明

[0143] ：耐候性 フ イル ム

2 1、 2 ：接着剤層

3 ：フ イル ム B

4 ：フ ィル 厶 C

5 1、 5 2 : 離型シ一 卜

6 ：ス リツタ一

0 ：保護 シ一 卜

：突出部

0 ：封止材

3 0 ：電子デバイス



請求の範囲

少な くとも、耐候性 フ イル ム A 、接着剤層 1 、 フ イル ム B 、接着剤

層 2 、及び厚みが 6 0 m以上であるフイルム C をこの順 に有する保

護 シ一 卜であ って、前記耐候性 フ イル ム の幅W A、 フ イル ム B の幅W B

、及び フ イル ム C の幅W cが、W A> W C> W Bの関係 を有する保護 シ一

幅W cに対する幅W Bの比 （W B/ W C) が 0 . 6 5 以上、 1 . 0 未満

であ り、かつ幅W cと幅W Bの差 （W C_ W B) が 3 2 m m以下である、

請求項 1 に記載の保護 シー 卜。

幅W Aに対する幅W cの比 （W C/ W A) が 0 . 7 0 以上、 1 . 0 未満

であ り、かつ幅W Aと幅W cの差 （W A_ W C) が 8 0 m m以下である、

請求項 1 又 は 2 に記載の保護 シ一 卜。

フィル厶 C の厚みに対する耐候性 フィル厶 A の厚みの比 （耐候性 フ

イルム A の厚み/ フイルム C の厚み）が 0 . 7 5 以下である、請求項

1 ~ 3 のいずれかに記載の保護 シ一 卜。

フイルム C の、 2 3 °C における引張弾性率が 2 . 0 G P a 以上であ

る、請求項 1 ~ 4 のいずれかに記載の保護 シ一 卜。

フ イル ム B が、基材及び該基材の少な くとも一方の面 に無機層 を有

し、水蒸気透過率が 0 . 1 g / m 2/ d a y 未満の防湿 フイルムである

、請求項 1 ~ 5 のいずれかに記載の保護 シ一 卜。

前記防湿 フィル 厶 を、前記無機層側の面 を前記耐候性 フィル 厶 A 側

に して積層 してなる、請求項 6 に記載の保護 シ一 卜。

接着剤層 1 及び / 又 は接着剤層 2 が粘着剤 を含む、請求項 1 ~ 7 の

いずれかに記載の保護 シ一 卜。

耐候性 フィル 厶 A の熱収縮率が 0 . 5 % 以上である、請求項 1 〜 8

のいずれかに記載の保護 シ一 卜。

太陽電池用 と して用いる、請求項 1 ~ 9 のいずれかに記載の保護 シ



[ 請求項 1 1 ] 請求項 1 ~ 1 0 のいずれかに記載の保護 シ一 卜のフィル厶 C 側 に、

さ らに封止材層 D が積層 されてなる、封止材一体型保護 シ一 卜。

[ 請求項 12 ] 前記封止材層の幅W Dが、前記耐候性 フィル厶の幅W Aよ り小さ く、

かつ前記 フイルム C の幅W cよ り大 きい、請求項 1 1 に記載の封止材

—体型保護 シ 一 卜。

[ 請求項 13 ] 請求項 1 ~ 1 0 のいずれかに記載の保護 シ一 卜又は請求項 1 1 及び

1 2 のいずれかに記載の封止材一体型保護 シ一 卜が巻 き取 られてなる

、 口一ル状物。

[ 請求項 14 ] 請求項 1 3 に記載の 口一ル状物の表面の うち、耐候性 フ イル ム A が

突出する箇所 に対応する箇所の少な くとも一部 を、以下の条件 によ り

測定される橈み長 さが 7 0 m m以下であ り、かつ耐荷重凹みが 0 . 1

以下であるカバ一シ一 卜で覆 ってなる、 カバ一シ一 卜付 きロール状物

[橈み長 さ]

( 1 ) 幅 2 0 m m、長 さ 1 2 0 m m のサ ンプル を採取する。

( 2 ) サ ンプル を台上 に、サ ンプルの うち長 さ 1 0 0 m m の部分が台

か ら突出するように して配置 し、サ ンプルの台上の部分 に、重 さ 5 k

9 の重 りを乗せてサ ンプル を固定する。

( 3 ) サ ンプルの台か ら突出する部分の端部が、台か ら垂れ下がる長

さ 「x 」 （単位 ：m m ) を測定 し、 この値 を橈み長 さとする。

[ 耐荷重凹み ]

( 1 ) 1 0 0 m m 四方のサ ンプル を採取する。

( 2 ) サ ンプル を厚 さ 2 0 m m のガラス板上 に設置 し、サ ンプルの中

央部 に直径 5 m m で重 さ 0 . 5 g の鋼球 を載せ、 さ らに鋼球上か ら 2

k g の荷重 をかける。

( 3 ) サ ンプルの凹み 「d 」 （単位 ： m ) を測定 し、サ ンプルの厚

み 「t 」 （単位 ： m ) との比 「d / t 」 を耐荷重凹み とする。

[ 請求項 15 ] 以下 （a ' ) 及び 又は （ビ ）の条件 を満たす、請求項 1 4 に記



載のカバ一シ一 卜付 き口一ル状物。

( a ' ) [ カバ一シー トの橈み長 さ] / [ 耐候性 フイルム A の橈み長

さ] が 2 以下

( b ' ) [ カバーシー トの耐荷重凹み ] [ 耐候性 フイルム A の耐荷

重凹み ] が 2 以下

[ 請求項 16] 以下の （1 ) ~ ( 4 ) の工程 を有する、保護 シー トの製造方法。

( 1 ) フ イルム B の一方の面 に接着剤層 1 を有 し、他方の面 に接着剤

層 2 を有する積層体 X を作製する工程

( 2 ) 積層体 X の幅方向の両端 をス リッ トし、積層体 X ' とする工程

( 3 ) 接着剤層 1 上 に、積層体 X ' の幅W x. よ りも広い幅W Aを有する

耐候性 フィル厶 A を、耐候性 フィル厶 A の両端が接着剤層 1 の両端か

ら突出するように して貼 り合わせる工程

( 4 ) 接着剤層 2 上 に、積層体 X ' の幅W x よ りも広 く、耐候性 フィ

ル厶 A の幅W Aよ りも狭い幅W cを有するフィル厶 C を、 フィル厶 C の

両端が接着剤層 2 の両端か ら突出するように して貼 り合わせる工程

[ 請求項 17] 前記工程 （1 ) において、積層体 X と して、接着剤層 1 上 に離型シ

— 卜1 を有 し、接着剤層 2 上 に離型シ一 卜2 を有するものを作製 し、

前記工程 （2 ) の後 であ って工程 （3 ) の前 に離型シー ト1 を剥離 し

、前記工程 （2 ) の後 であ って工程 （4 ) の前 に離型シー ト2 を剥離

する工程 を経 る、請求項 1 6 に記載の保護 シー トの製造方法。

[ 請求項 18] 前記工程 （1 ) が以下の （1 _ 1 ) 〜 ( 1 _ 3 ) の工程 を有 してな

る、請求項 1 7 に記載の保護 シー トの製造方法。

( 1 _ 1 ) 離型 シー 卜1 上 に接着剤層 1 組成物 を塗布、乾燥 して接着

剤層 1 を形成する工程

( 1 - 2 ) 離型 シー ト2 上 に接着剤層 2 組成物 を塗布、乾燥 して接着

剤層 2 を形成する工程

( 1 - 3 ) フ イルム B に、接着剤層 1 及び接着剤層 2 を貼 り合わせ、

積層体 X とする工程



[ 請求項 19 ] 請求項 1 ~ 1 0 のいずれかに記載の保護 シ一 卜又は請求項 1 1 及び

1 2 のいずれかに記載の封止材一体型保護 シー トを用いて作製 された

太陽電池モジュール。
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